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日清戦後の恐慌と綿糸紡績業(ー〉

にかんする

間新

包 次

第 1節問題の意義と限定

!t~ 2 tiir EI清戦後の「景気変動」の概観

第3tiii 戦後恐慌と綿糸紡波書室の動向

I 統計的観察

JI 戦後第1次恐慌と綿糸紡績業

[1] 明治29年秋以降の金融逼迫と外協貿易の動向

[2J 綿糸紡績業における「過剰生産Jと恐慌

(以上本号〉

混 戦後第2次恐慌と綿糸紡績業 〈以下水巻第4号〕

w 綿糸紡綴業における「過剰生産Jと織物業

第 4節綜括と E喜怒

〔付表〕

第 1節 問題の と限定

本稿におし、て，われわれは，日清戦後の綿糸紡績業の動向を明らかにしつ

つ，日清戦後恐慌が紡績業の動向とどのような内面的関連性をもつものであ

ったかを検討することによって，日本における「産業資本確立期Jの問題に

一つの照明をあててみようと思う O

周知のとおり，日本における「産業資本確立期」をほぼ明治30年代にもと

める通説に対しては，近時，理論的または統計実証的立場から反論や疑問が

出されてきている。なかでも，明治中・後期の全工業生産における資本家的
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生産部門の地位と比重を統計分析によって数量的に吟味・確定し，日本にお

ける「資本制的諸関係、の顕著な農開」は明治40年代初頭においても「尖端的」

工業部門〔たとえば綿糸紡績業〉での現象にすぎず，その底辺には地主制下の小

とかたく結びついた間量制家内工業〔たとえば綿織物業〉が広汎に存

在し，しかも前者は後者と「有機的Jに連結して「現出Jしているとし

の「産業資本確立期Jに疑問をなげかけ， i産業資本確立期Jはこうした農

工分離を不完全ならしめている工業生産自体の内部的な敢行的発展が在来工

業部門へ機械が導入されることによって転捕を闘する「大正初期jにもとめ

られるべきではないか，との予棋をたてたお島敏雄氏の論稿1)は，理論と

証の双方にかかわる重要な問題を提起したものとして，生日すべきものであ

ったわ。 ところで，この古島氏の論稿は前述のように全工業生産における資

本家的生産部門の地位と比重を計量的手法によって吟味・確定することに主

題をおいていたが，民がたんに全国的統計分析による数量的観察の結果のみ

にもとづいて通説に対し疑問をなげかけているとみなしては，おそらく誤り

になるであろう O というのは，古島氏はそこで明治30年代までに発生した二

つの恐慌(明治23年恐慌と日清戦後恐慌〉の原因と様柏にかなり詳しくふれるこ

とによって，たんに数量的観察のみからではなくこれら恐時の実態と性格か

らみても通説に対し疑問をさしはさむ余地は多分にあると主張しているよう

にみうけられるからであるO ただ，島氏はそこで明治23年恐慌については

それを「未だ経済の基礎が強く農業生産に在右される状態の中で…

産業資本への転化を企てた利付資本・荷業資本の動きの生み出したものJと

して，この恐慌をもって日本における「第一次の資本主義的周期性恐寵Jめと

みなす見解を間接に斥けているのであるが，日清戦後の恐慌についてはそれ

が産業資本確立の指標としての意味をもっ最初の近代的恐慌としての内実を

そなえたものでないことを十分に論証しているわけではなしめ。 しかし，明

治 23年恐壊は「主として金融部毘および部分的には両業を捉えただけのも

のJ5)にすぎなかっためが日清戦後恐慌は「日本における最初の一般的

恐慌J7)であり「最初の全般的過剰生産恐味J8)であったとする見解が一方に
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あることを考慮に入れるならば，この点の十分な論証がないかぎり，たとえ

統計分析による数量的観察によって日清戦後恐時前後における「資本命1J

展開」が「尖端的」工業部門における現象にすぎなかったことが

仮に立証されたとしても，通説批判の論拠としてはきわめて説得力にとぼし

いものとならざるをえないであろう。なぜなら，しばしばイギリスにおける

の指擦とされる「最初の謂環性全般的過剰生産恐慌J9)たる1825

年恐'慌の時点のイギザスにおいても，機械制工場工業は量的には「まだ寝勢

とならず，手工業やマニュブァクチュアの上部構造にとどまっていたj則の

であって，そうした計量的手法のみによっては産業資本の磯立という「すぐ

れて質的な問題はけっして解くことはできないからであるO

われわれが，日本における「産業資本確立期Jの問題を吟味する手段とし

て日清戦後の恐探を考察の対象においたのは，以上の理由にもとづいてい

るe もっとも，日清戦後の恐慌が日本における産業資本確立の指標となしう

るだげの内実をそなえた恐慌で、あったかどうかを全面的に検討するために

は，綿糸紡綴業に焦点を合ぜただけではおそらく不十分であろう。それには

紡績業以外の工業務部門の日清戦後の好況期から恐慌期にかけての動向を個

別に検討し，さらには流通， 各部門の多方面から綿密な分析を加える必

あるのであって，最終的結論はそれらをまってはじめて与えられること

になるであろう。しかし，明治期の恐斑史研究の蓄積の貧弱な現状のもとても

はそれはきわめて関難な作業をともなうのであって，この小論のとうていょ

くするところではなL、。ただ，本稿においてわれわれが，綿糸紡績業に焦点

を合せたのにはそれなりの理由がある。一般に，産業資本確立の指標とされ

る「最初の全般的過剰生産恐時」が「全般的jであるのは，ある特定の工業部

門が恐慌の時点で「能動的ないし積極的過剰生産」におちこみ，それが関連

産業諸部門の「相対的または受動的過剰生産Jを誘発することによって，そ

の恐t慌を「全般的Jならしめるからである 12)0 1825年恐慌がイギリス資本主

の指標とされるのも，恐J慌現象に却していうならば，当時機械制j工場

として確立していた綿工業(主として綿糸紡績業〕がその時点で「能動的な
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いし積極的過剰生産」におちこみ関連産業部門の「相対的または受動的過剰

生産」を誘発して過剰生産恐慌を「全般的Jならしめたほどに当該工業部門

が「イギリスの経済生活において決定で主導的な役割 じ13)Jていたか

らにほかならなし、。そして，日清戦後の恐慌の時点で如上の意味で「能動的な

いし積極的過剰生産Jにおちこむ工業部門が仮にあるとすれば，それは日本

資本主義の中心的な機械制工場工業として確立していた綿糸紡緩業以外にあ

りえないことはおよそ自明であろう O つまり， I産業資本確立期Jの問題を

吟味する手段として日清戦後の恐慌をとりあげる以上，なによりもまず恐慌

期における綿糸紡績業の動向を詳細に検討し，その時点で紡績業がどのよう

な経済的必然性において「過剰生産」におちこみ，その「過剰生産Jが当の恐

慌現象とどのような関連性をもつものであったかをまずもって明らかにして

おくことがどうしても必要となってくるのである。ただ，綿糸紡績業のみをと

対象にしただけで、はその恐慌現象全体との関連性を明らかにすることは困難

なのであって，紡績業がおちこんだ[過剰生産」の「能動的ないし積極的J

性格の有無を検討するためにも他の工業諸部門も視野に入れる必要があるの

であるが，本稿ではその点は綿織物業の恐慌期における動向との関連で検討

することに眠定しようと思う O ここで織物業のみをとりあげたのは一つには

他のヱ業部門にふれるだけの準備がなし、からでもあるが，いま一つには，前

述のように古島氏の論稿が， I尖端的J工業部門たる綿糸紡績業は地主命tl下

の小農民経営とかたく結びついた量的に圧倒的な間量制前貸支配下の家内工

る織物業と「有機的」に結合して「現出j している，とみて通説の

業資本確立期Jに疑問をなげかけているので，尽の所説の当否を検討するた

めにも，したがってまた当面の課題に一応の あたえる意味でも，

ると考えたからである。

なお，本稿作成にあたり主として依拠した資料iこついて最後にかんたんに

ふれておく。それは，本稿が対象とする時期の代表的な経済雑誌である

京経済雑誌Jと『東洋経済新報Jの二つである。これら雑誌に主として依拠

したのは， の短期的変動や恐慌の具体的様相を矢口るための一応のまとま
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った素材を提供してくれるものとしては経済新聞(たとえば F中外商業新報」な

ど〕を措いて考えれば週刊(前者〉ないし旬刊(後者〉のこれら経済雑誌以外に

はないからであるが，たんにそればかりではなL、。日本の恐慌史にかんすら

ほとんど唯一の著作ともいうべき，そして本稿もそれに負うところ大きい大

島清氏の労作「日本恐慌史論~ (上・下〉が，明治期についてはやほりその

素材の大半をこれら経済雑誌からえており，しかもなおかつ大島氏の研究に

あっても，後段でおいおい明らかにするように，日清戦後の恐慌を臼本にお

ける「産業資本確立期」の開題を吟味する角度から追求するという点におい

ては不十分をまぬがれていないからである O

ところで，本稿の主として依拠した資料が以上の二雑誌で、あるということ

は，また同時に本稿の限界女示すものでもある。たとえば本稿においてわれ

われが焦点を合せた綿糸紡績業については，周知のとおり最近各紡績会社の

「考課状J等の分析にもとづく綿密な研究が進められつつあるのであるが，

本稿ではそれら根本資料の藍接的検討はほとんどなされておらず，たんに既

存の研究成果を若手利用しえたにとどまってし、る O そういう意味で本稿の分

析もまた不十分をまぬがれず，あくまでも試論の域を出るものでないことを

あらかじめお断りしておきたい。

1 )古島敏雄「産業資本の確立JC岩波講座 F日本歴史J近代4)

2) 1963年度歴史学研究会大会・近現代史第 1分散会が「産業資本期」を対象に設定し

たこともあって昭和38年上半期に「産業資本確立期Jについてさまざまの議論が交

わされてきたが，それらは多かれ少なかれ古島氏の開題提起に触発されたもので

あった(これらについてかんたんには F史学雑誌J第73編第5号 11963年の歴史

学界一回顧と展望Jの拙稿くp. 158以下〉を参照〉。 通説に主として理論的立場

から反論を加えたものとしては星野停 7日本農業発展の論理 Cとくに第3章)，

I司「社会構成体移行の諸類型JCr高学論集J第30巻策2号〉が注目すべきもので

ある。またこの問題にかんする最近の必読文献としては，山田盛太郎「白木資本

主義分析Jの方法を蒋言平協L遇税批判の批判を試みた大石嘉一郎「包本資本主義

確立期に関する若子の原論的問題JCr歴史学研究 No.295)，同「日本における

「産業資本縫立刻JについてJ 第16巻第4・5号〉がある。な

お，このニ論文では通説批判の批判と同時に機密光速他『日本資本主義の発展J

Iの方法も批判の対象とされているが，これに対しては大内力「資本主義のMf立
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の段騎論J(u経済評'iif，UJl1965年 12月号〕が反批判を展開しているので i産業資

本確立期Jにかんする最近の問題状況を知るため巳これら諸論文もぜひ参照され

たい。ちなみに，筆者は前記揃稿において日本における「産業資本確立1tむの問

題を吟味するためには臼清戦後恐慌(とくに 11900年恐慌J) の実態と性格の解

明が重要な課題となることを指摘しておいたが，オミ稿はそれに対する筆者なりの

一応の解答を試みたものであることを付言しておく。

3)大塚金之助・渡辺謙吉「資本蓄積と経済恐慌J (u日本資本主義発達史議gg:Jl)

p. 33 

4)古島氏の論稿において特徴的な点は，明治23年恐慌についてはその「性格jが問

題にされL前記引用文に示されているような一応の性格規定がなされているにもか

かわらず，臼清戦後の恐慌についてはなんら明確な性格規定が与えられていない

ことである。氏は，明治30年にはじまる「国内綿糸悩格の下落，金高虫の逼迫，金

利の高騰，綿糸生産の縮少，紡綴主主の苦境，工場周石炭消費の減少Jという「恐

慌現象Jに対し 8清戦後の好況郊に急速な発展をとげた綿糸紡績業が「生産過

剰の慈積Jと「過大な設備投資jの2点、において影響なおよぼし，加えて「米{乍

の不安定からくる米価の騰愛Jと「金本位制への移行Jが影饗を与えたとし，さら

にこの恐慌の作用は「紡績業に最も激しJく「これを機に;最初の会社統合の動きが

はじまJり，また「この恐慌期は小規模弱小工場としての水カ工場を破滅させる

意味をもJっていたとするのであるが，この恐慌が産業資本確立の指様たりうる藷

の厳密な意味における近代的恐慌としての内突をそなえているものであったかど

うかについてはなんら明確な判断を下していないのである O もっとも，この恐慌

にかんする氏の叙述において，米価騰貴と金本位制の影響に重点がおかれ，恐慌

と紡績業の関連については「設備投資の過大と結ひ、つく金融弱Jにのみ焦点があ

わされていて「生産過剰の蓄積Jとのつながりについての具体的記述がないとこ

ろからすると，この恐慌も拐治23年恐慌と河様，紡績業の，したがって資本の生

産過程の外部に主底をおく恐慌で、あったとみているのかも知れない。あるいはま

た，恐慌の影響は「紡績業iこもっとも激しJかったとし，紡綴業以外側也の工業

部門(機械器具工業，造船業等〕においてはこの恐慌期から資本家的生産として

の発展郊にはし、り，石炭業におし、て「過剰j生産の圧迫Jが生じたのは明治37年以

降である，としているところからすると，この恐慌は過剰生産恐慌ではあっても

紡績業に主としてあらわれた部分的過剰j生産恐慌にすぎ、なかったと理解している

のかも知れぬ。氏が「産業資本確立期jを「大正初期Jに推定している以上，この

いずれかであるとしか考えようがなし、。しかし，それならそれで氏はその点をも

っと積極的に論証すべきであった。ところが氏はそれを避け， El 清戦後恐慌の性

格を畷味にしたまま叙述を統計分析による数最的観察に移しているのて、あって，

私見によれば，通説批判の意図をもって重要な問題を提起したものとして注目さ
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るべき古島氏の論稿の根本的弱点は，この点にある。

5 )ヴアノレガ「世界経済恐慌史~ (邦訳〕第1巻第2部 p. 296 

6 )明治23年の恐慌に際し当時機械制工場工業として急速な生長をとげてきた綿糸紡

療業が「過苦手j生産Jにおちこみ不況にみまわれたが，その I;@l熟j生産J11紡績業

の外側の原因によって発生した「恐慌Jの影響によるもので、あったことは，大島

沼氏の実証的研究によってすでにある程度切らかにされている(大島 F日本恐慌

史論』上 pp.90-95)0守屋典郎氏はこの恐慌を「部分的過剰生産恐慌Jと規定

機しているが，この恐慌を産業資本確立の指標としていなし、点で古島氏と共通の壊

解iこ立っている〔守康『経済史Jく日本現代史大系>pp. 100-102)。ただ，これ

には最近においても異論があり，たとえば大内力誌はこの恐慌を「循環的恐慌の

最初のもの」とし「いちおうの産業資本縫立の指標Jとみているが(大内 F日本

経済論』上 p.135)，べつにその点の積極的論証があるわけではない。

7) ウマアノレガ・前掲苦言 p.296 

8) メンデリソン『統恐慌の理論と歴史~ (邦訳〉上 p.160 

9-10) メンデリソン『恐慌の恕論と燦史~ (邦訳)2 p. 167 

11)大谷瑞郎「書評・宥波言葉E在日本歴史・近代rr.m. N J C~武蔵大学論集』第11巻

第 5号)p.1l9 

12) 富塚良三三「恐慌論研究~ p.45参照。なおマルクス『剰余{倒産学説史』第2巻第2

部(改造主主絞『マノレタスごヱエンケ‘ノレス全集J第10巻)pp.332-336をも参照。

13)λ ンデリソン『恐慌の理論と歴史~ 2 p.167 

第1図明治26年明治35年の景気循環指数

十 1

。iii考:田村市郎時比国の景気循環と景気指数J第6図および第 1表による。

。 12

(3S1手)



74 (146) 経済学研究第16巻第2号

第 2鮪 日清戦後の「景気変動j の概観

本題にはし、るにさきだって，まず，前ページ第 1図によって日

景気変動Jをひととおり概観しておこう O

本留は，田村市郎氏が物価指数，紙幣流通高，日銀一般貸出高，輸入貿易

額，手形交換高の 5数列から W.M.パーソンズの方法によって作成した

気循環指数の明治26-35年の部分をとりだしたものである九 この景気指数

はその基礎となっている統計数列がごくかぎられたものであり，しかもすぐ

あとで問題にするように「物価の変動に似通った統計だけを集めて平均し

たJr物価中心の指数J2)という性質が濃いのであって，パーソンズの景気指

数作成法にふくまれている開題点めを一応度外視しても景気指数としてはと

うてい不備をまぬがれないであろうが，ここでは視覚にうったえる大雑把な

額向さえ知ることができればそれで足りるので，これを利用することにす

るO

さて，明治23年の恐、涜後の経済的沈哀が明治25年にその「極度」に達し，

翌26年とくにその下半期から景気回復の兆があらわれ， 27年には一般に

気への期待が強くなっていたことは，すでにしばしぼ指摘されていることで

あるのが，第 1図からもこの点は明瞭にうかがわれるO すなわち，景気指数

は明治26年 6月から上昇に転じとくに 9月から翌年 3月にかけて堅実な上

昇をつづけているO ところが，景気指数は 3月をピークとしてふたたひ下向

に転じ，とくに 7月以降急落し翌年8月まで下方に停迷している。ニれi主，

いうまでもなく，日清戦争の影響によるものであった。すなわち，明治27年

6月日清閑に戦端が開カ通れたことによって産業界は一時混乱におちいり，さ

らに政府の公債発行による軍費の調達およびこれと関連した日銀の一般貸出

関収，諸銀行の貸出警戒などによって明治26-27年の交における

ともなう企業勃興の気還は中断され，物価は全体としては騰貴しても品自汚IJ

には騰落相三tL.ばするとし、う状況を呈したっそして，翌28年 3月 、

ずドコ
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いても講和成立 (4月〉後間もなく三国干渉によって遼島半島を清留に返還

するとしづ事態が生じ「一般人心ハ之カ為頓ニ泣爽シJ5)戦勝によって「盛況

ヲ気構ヘタノレ諸般ノ会函二刊誌テ蒔賭」めされ，戦後数カ月i主戦時と「異ノレ所ナ

キ市況ヲ持続J7) したのであった。

しかし，日清戦争における勝利がほぼ確定した明治28年 3月に家備拡充を

中心とするいわゆる「戦後経営Jが発足L，それを達成するために，増税に

よる国家の財政的基礎の強化とならんで増税と公債募集の基礎を培養するね

らいで政府資金の大規模な撤布によるわが国経済の資本主義的発展=資本蓄

積の高度化が時論まれていたしめ，さらに， 三国干渉による遼島半島還付報

償金をふくむ 350百万円の償金の獲得は，明治10年代の原蓄過程の急激な進

展と19年以降の資本家的企業の勃興とによって資本主義的発展の軌道に一応

のることのできた臼本経済にとって，そのより一層の発展を可能ならしめる

資金的基礎(蓄積原資〉を一挙に強化したことになったのであるから， 戦勝

直後一時景気の停迷あっても，なんらかの直接的な東j戟要留さえあれば早晩

企業熱は再燃しあらたな企業勃興期をむかえうる客観的条件は十分ととのつ

ていたのである O

明治28年 6月27日，日銀営業局長山本達雄が各銀行東京支宿支配人の開催

した懇親会におけh る において，農商務省の恐慌警戒論・投機抑制j論幻

を暗に批判し， I進取主義」明の立場を標携して「現時政府皆上金ノ残額尚大

ニシテ保証免換券ノ発行余力僅少ナノレニ拘ラス大ニ貸出ノ途ヲ寛開シ一時許

多ノ制摂外発行ヲ為スモ生産上必要ノ資本ハ十分之ブ融通スノレノ方針を

言明し，翌7月12日，この方針にもとづいて日銀が貸付日歩2銭 2厘を 2銭

へ，割引日歩2銭 1 1銭 9厘へと 351日ぶりに金利を 2厘引き下げたこ

とによってその刺戟はあたえられたO 明治28:年8月を境に翌29年10月まで，

その間若干の波動はあるが，景気指数は急激に上昇し，戦後の好況期，企業

勃興期が到来したことを物語っている O

すなわち，金利引下げ以後，日銀券発行高は明治28年 7月の14，267万円か

ら12月18，034万円へと増大し，制限外発行もその関1，307万円から5，094万円
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し，一般貸出金も5，737万円から9，130万円へと増加した。そして，日

銀の貸出開放と金利引下げが株価に敏感に反映し，株式市場に活況をもたら

したこと Lt¥.、うまでもなL、。東京においては 8月「前月

受ケテ益好況ヲ呈シ株式ハ日ヲ逐テ騰貴シ銀行会社ノ

回復ノ勢ヲ

リ諸

商品ハ需要ヲ増シテ相場漸ク騰貴シ市場ノ局面全ク一変J12)し， 9月には「株

式市場ノ盛況ハ殆ント無前ト称スj明ベき状況となった。東京株式取引所の

出来高(定期取引〉は 7月の12.9万株から12月の30万株に増大し，株{郊も同

期間にたとえば山陽鉄 37.7円から 62.6円へ，日本郵便株 81.2円から

105.5円へ，鐘ヵ淵紡績株 59.5円から 73.9丹へと念、上芥したO 大阪において

も 7月には「株式市場ノ、取引少々ナガラ相場ハ概シテ昂進シ」叫 11月には

「株式市場亦頗ノレ好況ニシテ大抜取引〔所〕株ノ如キハ五拾円払込ノモノ千円

以上ユ暴騰」叫するにし、たった。株式市場の活況は新事業の計画を促し，新

事業の計高さへあれば未だ会社は成立せざるに，くも権利は飛ぶように

売J削れる状態となり，企業熱，投機熱は沸騰した。ブームが到来したので

ある17)。

いま，戦後経済がこの好況局面に入って以後の企業勃興の趨勢を鉄道，銀

行，諸会社別の計画資本金高の推移によってみると第 1表のとおりである O

すなわち，明治28年 7-8月以降の企業の新設・拡張は(明治28年の分につ

いては月JJIjの数字がえられないので第1表には年間の合計が示されているが，大部分はi司

年下半期とくに 8月以降のものとみてさしっかえなしう至E29年末までつづいている

が， 30年に入るとその勢はおとろえ，同年7月以降は企業熱はほぼ完全に冷

却してしまったことがうかがわれる O 企業勃興の様相を，さらに，銀行・諸

会社について資本金高別の新設計画数の推移を示した第2表によってみると

企業勃興期の前半〔明治23年下半期~明治29年上半期〕において資本金高の大き

な(たとえば50万円以上〉銀行・会社の設立が比絞的多数計画され， 後半(明治

29年下半期~明治 30年上半期〉では資本力の脆弱な(たとえば10万円以下)若手小の

銀行・会社が設立されていたことが判明する。これは，地域別の数字がえられ

ないので正確は期しがたし、が，好況期における企業熱が東京・大阪等の都市



寸
∞
(
同
日
(
)
)

計画資本:金規模別銀行・議会社数

商

務

特

羽

狩

21 23 36 12 15 5 22 16 11 10 2 
明治29今ニ

1 月 ~12月

21 49 24 31 32 35 26 17 13 11 r 
d 

18 16 27 17 20 6 10 10 7 2 4 月 ~6 乃

戦
同
町
柑
附
怖
が
，

N
h
w

17 31 39 17 '18 35 8 14 5 15 2 7 月 ~9 月

8 19 26 21 48 41 3 6 9 15 8 10月 ~12月

3 13 14 18 28 2 2 5 8 8 

2 

何j考:

第2表

3 17 12 12 17 4 7 5 4 

I:j'n表と同じ。

4 月 ~6}]

時
四
回
す

mV
法
凶
行
玲
持
「
パ
咽
法
uq
闘
綿
一
け
桝
掛
川
町
片
山
ハ
議
、
」
J
3
ゆ
洋
時
片
付
W
凡
何
日
U
U

了

引
戸
¥
パ
r
J
N
V
~い

ω
空
い
し
Z
H
O
δ
r
J
す
F
V
向
日
議
詔
治
主
~
い
「
パ
、
」
J
獄
命
川
代
市
中
静
打
幣
m
r
A内
「

γυ
汁
引
い
~
い
時

パ
M
d
d
r
J
パト門「
J
t
q
伊
川
ω
w
o



日清戦後の恐慌と綿糸紡緩業付長照 79 (151) 

ところで，第 1表からも知られるように，企業勃興の中心は鉄道事業およ

り，諸会社にあってはいうまでもなく綿糸紡績業であった。

うち社名から製造会社と推定される会社の計醤資本金高中紡緩会社の

それの占める比率は，明治28年:n.9%，明治29年 1月一3月16.4%，同 4月

-6月8.4%，同 7月-9月33.1%であり明，明治28-29年に勧績会社の新

していた。もっとも第 1表の資本金は新設，増資いず、れにおい

ても計画資本金高であって，それがそのまま設立会社の資本規模を示すもの

でないことはいうまでもなし、。 r其等の企業中既に多くの不正実なるものを

包含す其全体の成立を見るや由より期すべからず況んやーの線路に対し二三

各別の鉄道会社設立計画の出るあり又其計画正実なるも金融の趨勢其他の事

情より半途にして解散し又は媛味模糊の複に消滅し去るもの少な問」くなか

ったのである O 明治28-29年間の計画資本金高は第 1表によれば約12億円で

あるが，間期間における成立会社・銀行の公称資本金は 259百万円20) にす

かったことからも，この企業勃興期に「不正実なJそして「半途にして

解散……消滅し去Jった企業がし、かにおびただしいものであったかが知られ

よう c しかし，こうした投機的な泡沫会社を多数ふくんでいたとはし、え，こ

の企業勃興一期に鉄道，銀行，綿糸紡績業安中心に，日本資本主義がめざまし

い挙尽きγとげたこともまた事実で、あった。

都合ーとし、まここで企業勃興期を中心とする鉄道，銀行，紡績業の

燥の跡を戦時から戦後恐慌期までふくむ統計資料によってかんたんにみてお

くとつぎのとおりであるO まず、第3表によれば研治27年を基準として明治30

年までの 3年間に，鉄道会社の払込資本金は2.1倍，積立金は1.6倍，益金は

2倍;こふえ，営業線路 1マイノレ当益金も1.4倍に増加した。機関車，貨客車

の増大もいちじるしいが，とくにこの表では明治31年までの開業線路の年間

拡張率がそれ以後に比しいちじるしく高いことが注百される O すなわち明治

均年以降の比率が1.5克-6%程震であるのに対し対前年比で明治 28年 9.3

%， 29年8%，30年 25%，31年16%という高率を示している O これは，企業

おける鉄道企業がまさに産業革命期のそれにふさわしく，鉄道によ
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第3表 E1Y青戦特・戦後の私設鉄道統計

年次|払込資本金(積立金|機関車|客貨車|牒線路|益

千円 千円 事国 鞠 マイノレ

59，177 1，332 273 5，269 1，537 

28 71，626 1， 162 351 6，394 6，267 3，876 

29 89，011 1，587 429 8，057 1，800 7，136 4，207 

30 122，542 2，169 636 10，570 2，282 9，222 4，549 

31 153，925 2，682 786 13，664 2，643 9，134 3，704 

32 169，999 3，374 15，951 2，802 12，263 4，500 

33 181，267 3，636 
98942 3 

17，377 2，905 15，391 5，418 

34 192，811 4，401 18，115 2，966 16，547 5，621 

備考:中西健一 F日本私有鉄道史研究 p.47による。

第4表 日清戦時・戦後の普遜銀行諸勘定 〈単位:1000円〉

年次|銀行数|払込資本金(積立金;預 金 l貸 出 l借入金

明治27 700 45，758 4，141 49，196 59，178 9，955 

28 792 70，423 5，692 84，252 89，165 17，745 

29 1005 141，304 8，947 141，937 157，200 41，036 

30 1224 222，271 13，407 207，741 I 241，900 64，433 

31 1444 276，839 20，214 287，045 438，100 53，443 

32 1561 296，388 392，256 581，036 78，386 

33 1802 252，729 33，032 436，779 661，974 70，564 

34 1867 365，031 38，868 450，186 635，107 47，868 

備考:加藤俊彦『本邦銀行史論~ pp. 13ト 131による。

って供給され開拓される追加的な交通需要の創出をともないながらめざまし

い発展をとげ， 32年以降にはそれが一応の壁につきあたったことを:意味して

いるといえよう 21)。

銀行の発授もまたし、ちじるしく(第 4表)，明治27年以降 3年間に，行数i土

1.7傍にふえ， それ以後も銀行恐慌発生の年である明治34年まで一貫して増

加の一途をたどっており，同じ 3年間に払込資本金は 3.9倍，積立金は 3.2

倍，預金は4.2倍，貸出は4.lf音に増大した。ただ，この時期の銀行について

あらかじめ注意されるべき点は，すでに指摘されているように221，第 1に，
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第 3表からもうかがわれるとおり銀行資金にしめる払込資本金と積立金の比

重がいちじるしく高く，その増大にもかかわらず預金の比重はし、まだ低位に

とどまっていることであり，第2に，資金の蓄積が不十分のままにこの碕期

の銀行が機関銀行であることに制約されて産業企業に巨額の資金を貸出さな

ければならなかったことに記歯して，預金に対する貸出超過が恒常的となっ

ており(明治33~34年頃の預金が貸出の 7 割前後にしかたっていない事実iこ示されてい

る日清戦後好況期における信用の極度の膨張をここではとくに強調しておく必要がある)， 

その貸出超過をささえるものとして日銀からの借入金が大きな役割をはたし

ていたということである 23)0 そして，これらの点は恐慌との関連での

要な意義をもってくるのである O

第5表 白清戦争前後の綿糸紡績業関係諸統計

年次 i会社数|払込資本金 j 鍾 数 l綿糸鵠高|綿糸輸出高i綿糸輸入高

円 栂 梱 i樋
明治24 36 8，477，274 353，980 144，980 108 57，792 

25 39 11，223，737 385，314 204，950 109 81，028 

26 40 11，271，005 381，781 214，758 1，053 64，684 

27 45 13，308，030 530，074 292，400 11，796 53，143 

28 47 16，392，058 580，945 336，689 11，776 48，637 

29 61 22，860，709 757，196 401，614 43，249 66，713 

30 65 28，881，476 970，567 511 ，236 140，116 53，636 

31 74 32，500，226 1，146，749 644，504 229，445 53，099 

32 78 33，720，777 1，189，929 757，315 341，202 27，369 

33 79 33，991，510 1， 135， 111 645，432 208，732 30，170 

34 66 33，993，405 1，181，762 660，509 209，173 19，982 

備考Ir内外線業年鑑j(昭和7年版〕より作成。

綿糸紡績業の発展過程は第5表およびそのなかの主要項自の指数をグラフ

化した第 2図に示される O すなわち，明治23年恐f誌の翌年から明治32年支で

の間に会社数は 2.2倍，払込資本金は 4倍，録数は3.4倍，綿糸生産高は5.2

倍に増大したO とくに日清戦後好況期における発展がいちじるしかったこと

は，第2図の 3曲線が明治28生存(綿糸生産高については明治29年〉から明治
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第2図紡績会社払込資本金・鐙数・ 31年(綿糸生産高については明治
綿糸生産高指数

:5ニ。
(備増)

3豆主主

32年〉まで急角度に上昇している

事実から明瞭にうかがわれる〈そ

して路線は明治31年，綿糸生産高につい

ては明治 32年を境に横ばいないし下務

に移り恐慌現象を一応、反狭している〕。

この聞の綿糸紡績業の発展通程は

いうまでもなく日本紡績業の国内

市場制覇の過程でもあり，明治30

年前後にはインド綿糸はほ

されイギリス綿糸も34年墳にはほ

とんど重要性を失うにいたった。

他方綿糸輸出 も第 5表にみるとおり明治27年以降清田を重要輸出市場とし

て増大し， 30年には輸出高が輸入高を大幅に凌駕するにいたり，以後も32年

まで輸出は急速にのびて綿糸紡績業は輸出産業としての性格をつよくおびる

こととなった。このように，綿糸紡綴業がインド綿糸・イギリス綿糸を駆逐

しつつ国内市場を制覇し，さらにこれらと競争しつつ清 くいこみ輸

出を急速にのばしていけたのは，農村からのいわゆる「出稼型」労{動力たる女

子労働者の家計補充的低賃銀と，寄宿制と深夜業に示される労働強化に基礎

をおくものであったが，明治27年 7月の綿糸輸出関税の撤廃につづく 29年4

月の棉花輸入関税撤廃に示されているように，わが間紡績資本が器内桶作地

帯の地主・富農の抵抗を排践しつつ原料棉花を閏産綿花から良繋・安価な輸

入棉花(中心はインド棉〉に最終的に切り換えていったことにも原因の一つが

あった。そしてそれは同時に綿糸紡績業の産業資本としての性格を象徴的に

示すものでもあったのである O ともかくこうして，日清戦後の好況期を中心

に綿糸紡績業は自由競争的条件のもとで24)めざましい発展をとげ，明治30年

初頭には日本資本主義における中心的工業として不動の地位を確立するにい

たったので、ある25)0
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さて，践をふたたび第 1留に転じよう O 明治28年 8月以降上向線をたどっ

た景気指数は，29王子10月から一時下向に転じ，30年 2月から 3月にかけてふた

たび急激に上昇している o 29年10月以降の景気指数の下落は，それまでの旺

盛な企業熱，投機熱によって金融が逼追し，周年9月 713の日銀による金利

1底引上げに示されているように金利が高購し(大阪害時113歩は10月3銭 2厘か

ら12月4銭 5座へと上昇)，それは株価の下落をよびおこし，大阪，東京，関東

地方の木綿商の破綻ベコ大阪地方の銀行動揺にみられたような株式投機の活塞

にともなう一時的混乱が生じたことを示している26)。しかし，明治29年 2月

金本位制産採用法案が議会に提出されたことによって，株式市場は外資輸入

の思惑がからんでふたたび活況を呈し，それは 2月から 3月にかけての

指数の上昇となってあらわれたのであった。

たま

の後も10-11月まで上向線をたどる O しかし，明治30年下半

ば金本位制採用による外資流入の思惑ははずれ，金融の逼迫状態はあら

，株価はふたた し， ，投機熱は冷却して戦後ブームの

衰退期にはいっていたことはすでに指損されているところであり，第 1表か

らもわれわれの知りえたことである。この点，第 H誌の景気指数の動向と

しているが， ffi村市郎氏は前掲蓄において東洋経済新報社編「金融六十年

史Jの記述を検討することによって，この反動の渦中にあったものは「不堅

る株屋，銀行業者の仲間であって，経済界全体に反動の波が渦巻いてい

たと観」ることはできないとし，さらに明治30年における払込資本金の

を検討して払込資本金は工業会社をのぞく他の事業ではいずれも前年より増

大している事実からみてもこの点は疑う余地がないとし 「一般事業界の景

況はJ氏の作成になる景気指数の示すごとく 131年初頭までは，一般に活況

を呈していたものと思われる!としている27)。しかし明治30年下半期の反

動を一時的な投機の失敗や不健全な銀行業者の部分的破綻とみることはなお

開題の存するところであって，田村氏がかかげている払込資本金の数字によ

っても工業会社の場合には明治29年の31，172千円から30年の15，480千円へと

半分以下に減じており 28) かつ企業勃興の中心産業の一つであった綿糸紡績
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業が，のちにみるように，この期にはじめて欠損会社を生み出している

からしても，田村氏がL、うように，明治31年春まで好況局面を持続していた

とは到底L沖、えないように思¥われる O それで1土， 第 1図の景気曲線が 30年

10-11月まで、上向線をたどっているのはなぜであろうか。それは，実はさき

にふれたように，この景気指数が物館中心の指数であることに由来してい

るO つまり，明治30年 4月以降企業熱，投機熱はしだいに冷却し，同年下半

期には好況の反動の兆候がしだし、に顕著となってきたにもかかわらず，物価

は翌31年 4月まで上昇していたのであり，これがこの指数につよく反映され

ているわけである O だが，この間の物価上昇は必ずしも景気の上昇に照応し

たものではなかったのであって，このことは，この当時，景気の後退にもか

かわらず物価騰貴の現象が生じているのはなぜか，という点をめぐる物価問

題にかんする論議が喧ましかった事実のなかによく示されている O したが

って，この期の物儲上昇傾向を景気上昇の反映と単純にみることは誤りであ

って，問題は当時の議論に却して景気が衰退期にはいったにもかかわらずな

に放に物価のみは上昇額向をたどっていたかをあらためて間いなおし，その

点の理論的解明を行うニょにあるというべきであう 29)。

さて，第 1摺に娘を移すと，明治30年 2月から上向線をたどった景気指数

は1O~11月を境に下向に転じ， 31年 2月から 3月にかけて一時上昇している

が，以後ふたたび急速に下落し 32年 1-2月に底に達している O 明治 30年下

半期については前述の理由から事態を必ずしも正確に反映していなかったこ

の景気指数によっても， 30年末からは景気は後退期にはいり，とくに31年 4

月以降急激な衰退過程をたどり恐慌状態を呈していたことをうかがうことが

できる。したがゥて，以下われわれは，この明治30年末からの景気の後退，

とくに31年春以降の急激な景気の衰退を，便宜上仮に戦後第 1次恐J探とよぶ

ことにし7こL、。

ところで，第 1 図によると，景気指数は明治 32 年 1~2 月を底としてふた

たび急角度によ向線をたどり， 33年 3月にピ日グに達している。のちに入る

ように， 32年初頭以来の生糸をど中心とする輸出貿易の拡大， 3月， 4月の二度
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にわたる日銀の金利引下げ 6月の外佳募集契約の成立などを契機とし

気は上昇に転じ，いわば中間景気が現出 Ltこのであった。

しかし，この明治32年の景気回復も短期間で終りをつげ¥景気指数は33年

3月以降下降に転じ，上昇の場合に劣らぬ念、角度をもって撃落をはじめ，再

度恐探状態におちいったことを示してし、る O 景気指数は 33年 9-11月に一時

横ばいとなっているが12月からまた下降し，とくに 2月以降 6月まで大きく

下方に落ちこんでL、る o 33年につづくこの34年の景気指数の激落は， 33年12

月の熊本第九銀行の支払停止に端を発した日本資本主義史上初の本格的な銀

行恐慌を反映したものとみてよかろう O われわれはこの景気指数の動向に示

されている明治33年春から34年にいたる景気の激変を，前例にならって戦後

第 2次恐慌と名付けることにする O

以上，われわれは，田村市郎氏の作成になる景気循環指数に拠りながら明

治30年前後の景気の動向を一幣し，日本資本主義が日清戦争後28年 8月から

30年上半期にいたる妻子況期にめざましい発展をとげ，かつ明治32年の景気自

復期を間にはさんでご度の恐環にみまわれたことをど知ることができた略。し

たがって，以下のわれわれの課題は，この戦後第 1次および第2次の恐慌に

際して，さきにみたようにこの時期に日本資本主義の中心的工業として確立

した綿糸紡績業が，どのような経済的必然性において「過剰生産Jにおちこ

み，そしてその「過剰生産」が，工業部門についてはさしあたり織物業の動

向との笥連に眼定してではあるが，当の恐、協現象とどのような内面的連関を

もつものであったかを明らかにすることである O

1 )田村氏の作成になる第H認の景気循環的線は，まず物価指数(日銀東京卸売物儲

指数〉から物価曲線をp 紙幣流通おと日銀一般貸出高の合成から金融泊線を，輸

入貿易額と手形交換高〔明治30年以前は大阪手形交換高， 31年以降は全関手形交

換高〉の合成から商取引曲線をそれぞれ作成し，そのーとでこのミ三助線を合成して

作成されたものである。この具体的な作成手続きについては，出村『我国の景気

循環と景気指数』第1主主をみよ。なお，田村氏が依拠した W.M.パ…ソンズの

景気指数作成法については，田村・前掲番 p.315以下に詳しい紹介がある。

2 )東洋経済新報社『日本の景気変動』上巻 p.37

むさしあたり蜂JII虎三「統計学研究cP， 1 p.154以下参照。
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4)東洋経済新報社?金数六十年史j p.369および大臨海了白木恐慌史論J上 pp.

140-141参照。

5)~7) r明治二十八年日本銀行統計年報Jcr日本金融史資料J明治大正編第19宅金一以

下 F金融史資;f'lJ19というように略記)p.21 

8) この点，さしあたり高橋誠『明治財政史研究jpp. 153-154参照。

9) r東京経済雑誌Jl(以下 了雑誌Jと陸信己〉第，778号(明治28・6・15)

の戦後経済に関する訓示」参照。こ

在京中の地方長官に対し，督仏戦後のブロシヤの例をひし

は恐慌がつきものであるからそれを警戒し投機を抑制して「真正なる殖産爽業J

の進絡を開発・拡張し「実業Jを「真正なる発達の執敵」にのせ国家経済の基本

を充実強面ならしむべきことを説いたものである。

10) この「進取主義Jの内容については滝沢恵七円告本日本金融史論jp.432所引の

山本達雄の「演説Jおよび同書 pp.435--436の記述をみよ。とくにここでは，

「兵備の充実」→rl~カの充実J 汗生産業の発達j→「企業の発達」→「金利引下げ」

という論理的詠絡において日銀の貸出開放・金利引下げ方針が「戦後経営Jと不

可分の関係にあったことに留意すべきである。

11) r明治二十八年日本銀行統計年報JCr金融史資本U19) p.201 

12)~13) 向上 p.214 

14) ~15) 向上 p.215 

16)滝沢直七・前掲蓄 p.442 

17)この戦後好況期の指標となる基本的な経済統計については，大島清・前掲書 p. 

145以下を参照のこと。なお，ヌド稿においては，恐慌期についても大島氏の研究

において利用されその著作に掲載されているものについては筆者の独自の作成加

工になるもの以外は，たとえ基礎的な意味をもっ重要な経済統計であっても一切

これを潟略しているので，それらについてはぜひ前掲蓄を参照されたい。

18) r東洋経済新報Jl(以下 F新報』と略記〉第1号(明治28・11・15)一第31号〔明

治29・9・15)の「雑報J繍より集計・気出。 ただしこれは按測をふくんでい

るので正確は期しがたい。

19) r新報』第43号〈明治30・1・25)

20)滝沢直七・前掲議 p.443 

21)中沼健一「日本私有鉄道史研究jpp.47-48参続。

22)加藤俊彦「本邦銀行史論jpp. 132-137参照。

23)なお，この時期の銀行については，優良な潟業予形が存在しなかったことにもと

づいてその授信業務が割引よりも貸付にZ重点がおかれていたことも特色の一つに

かぞえられている(加藤・官官掲書 p.134)。これはたしかに一般的にはいえるこ

とであるが，しかしこの点を一面的に強調しては，この時期の日本資本主義のや
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心的工業たる綿糸紡績業の発展にともなって形成された大阪・神戸貨幣市場の特

色ないしはその本来のもつ意義を見失うおそれがある。この点， }II上忠雄「綿紡

績業の確立と近代的信用関係の展開Jcr日本経済史大系J6)参照。

24)柴垣和夫 F日本金融資本分析Jpp.98-99参縮。

25) あたかも自由主義段階の最先進国イギリスにおけるそれのように

臼本の中心的工業としてこの時期に確立しえたのは，日本が極東

に位置して閣内および閣外市場L、ずれにおいてもイギザス総工業の圧力が相対的

に弱かったという地理的条件と，こ

，.f事係拡張と資本輸出に主たる関心をむけつつあり，世界経it[は

もはや綿工業製品の輸出を基軸に動く時代ではなくなっていたという世界史の発

渓段階の特殊性とに白米するものであった(大内力 T臼本経済論J上 p.136参

照〉。しかし同時に日本資本主義の後進性ゆえにその中心的工業た

もその後進性に制約されたさまざまの特殊性てどもたざるをえなかったので、あっ

て，この点についてはさしあたり111上忠雄・前掲論文 pp.75-77を参照された

い。なお，日清戦争前後における綿糸紡緩粂の発展過程については，今日までさ

まざまの角度から研究がつみかさねられてきており，名和統一 rs本紡iE君主芝と原

綿問題研究3・三瓶孝子「臼木綿業発達史J以来論文までふくめれば枚挙にし、と

まがないが，最近の抱括的な研究として F繊維3上 Cu現代日本産業発達史 XI)

第 2繍の綿糸紡績業の翠・節(加藤幸三郎稿〉を参照されたい。

26) この点，詳しくは大島清・前掲審 pp. 156-158参照。

27) 田村市郎・前掲書 pp.65-67 

28) 向上 p.67 

29) この点については大島清・前掲書 pp.165-167参照。もっとも大島氏の研究に

よってもこの刻の物価1慈賞の涼国は必ず、しも十分に明らかにされているとはいい

がたい。というのは，氏はこの点にかんする従前の諸説を批判しつつ，

がPJ卜ばれていたにもかかわらず，実際にはこの時期には信用は収縮していなかっ

たことを切らかにし，その点に物価騰貴の主因を求めているのであるが，これは

物価が下手喜しなかった理由とはなりえても物姉が呉常に騰貴した理由とはなりえ

なし、からである。氏はほかに凶作による米価騰貴や総入品の価総騰貴も原菌にか

ぞえているが，それらには副次的な意義しか与えられていなし、。私見によれ''I，

この期の物価騰貴は，手工業生産物たる日常生活物資の価J俗騰貴がとくにはげし

かった事実からみて，おそらくこの待期の産業構造や全体的な生産力の発展段階

ともふかし、かかわりあいをもつものであった考えるが，この点の兵体的な分析は

後考にまちたい。

30)われわれはこれを仮に戦後第 I次恐慌，戦後第2次恐慌と名付けておいたが，こ

のことはsi定戦後に産業循環の二つの独立したサイクルが存在したことを意味す
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るものではない。これら二つ恐慌は，あくまでも日

釘ヌド資本主義の諸矛盾の総合的爆発たる日清戦後の恐慌の特殊な発現形態として

一括して把援さるべきものである。もっとも，日清戦後の恐慌がこのように一時的

景気回復期を間にはさむ反復する恐慌として発現したということは，日清戦後の

恐慌の発現形態が役界資本主義の自自主義段階における恐慌のいわば古典的発現

形態とは白から異るものであったことを物語るものとみてよいかも知れない。そ

して，日本資本主義の後進性ならびに帝掴主義段階の世界資本主義との関連にお

いて，恐慌のこうした発現形態の特殊性を究明することも日清戦後の恐慌にかん

する一つの重要な研究諜題となるであろう。しかし，本稿の課題は，必ずしも古

典的発現形態をとったとはいえない日清戦後の恐慌のなかにも， 1"産業資本確立

Jの指擦を見出しうるかどうかとし、う陪題を吟味すべき余地は多分にあるとの予

懇のもとに，その点の究明言ど行うことにあるので、あって，如上の恐慌の発現形態

にふくまれている問題点はひとまず考察の対象外におかれてし、る。

第 3節 戦後恐慌と綿糸紡績業の動向

I 統計的観察

前節第2留によって紡績会社の払込資本金，錘数，綿糸 明治28年

から急速に増大し， 31年ないし32年以降その上昇曲線が横ばいないし下落に

転じて綿糸紡績業にかんする既存の諸統計にも恐慌の影響が一芯現われてい

ることを知ることができた。また第ら表の綿糸輸出高が明治32年まで急速に

のび， 33-34年には大轄に減少していることも，古tr蔀で、ふれたこの時期の恐

慌現象となんらかの関連があるものとみておいてよいであろう O しかし，こう

した年次加のそして既存の統計警からえられるかぎられた統計数値によって

は，恐慌と L、う短期のそしてしばしば年にまたがる経済変動期における綿糸

紡績業の具体的な動きを知ることは不可能である O それには，綿糸紡績業に

かんする，恐慌とし、う経済現象に密接なつながりをもっ諸統計の，少くとも

月間の数値が与えられていなければならなL、。付表 1-7 (統稿末尾に掲載〉

がそれであり，それらをグラフに示したのが第 3図，第4図である O 以下，

この両醤によって戦後第 1次および第2次の恐慌期をふくむ期間の綿糸紡績

業関係月別統計数値の変動を検討してみることにしよう O
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綿糸相場は F東京経済雑誌J第 906-1114号の「大阪糸綿木綿取引所商況jによる。

綿糸輸出価額および繰綿輸入価額は各年次相当『日本平安酪年鐙Jによる。

綿糸生産高は『東京経済雑誌』の「全国紡績会社営業概況Jおよび『東洋経済新報Jの「聯合紡綴営業成綴」の各年月相当分による。

いずれも付表参照。
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ーレ ; ， 統計数値の変化を各項百それぞれについて個別的にあとづけてみる

とつぎのとおりである。

綿糸生産高 明治32年11月まで月別には増減を示しながら趨勢としては増

大している O この間の綿糸生産高の増減について注目すべき点は 5月およ

び1O~11月を山， 1 月および 7~8 月を谷とする規良目的な変化をしめしてい

ることである O 毎年3月から 5月， 9月から 11月にかけて綿糸生産高が急増

しているのは，前者は織物業における夏物，後者は同じく冬・春物生産に照

応する綿糸需要の増大にもとづくものとみてよく，また 6-7月， 12-1月

しているのは，前者は農繁期における織物生産の減退にもとづく綿糸

需要の減少，後者は年末・年始における紡績会社の操業日数の減少に起菌し

ているみることができる O したがって，この間の綿糸生産高の変動は季節的

変動であって， I景気変動」に直接関連するもので、はない。ここでは，戦後

の第 1次恐境期をふくんでいたにもかかわらず¥30年 4月から 32年 11月ま

では季節的変動をともないながら綿糸生産高は一貫して増加の傾向をたどっ

ていたということに注目しておけば足りる O ところで如上の季節的変動にし

たがえば， 32年 11月をピークとしてお年 1月まで下降に転じた綿糸生産高

は 2月以降ふたたび増加し 5月にはいま一つのピーグに達するはずである

にもかかわらず 2月以降の上昇曲線は 3月で止まり，以後急激に下降して

いる。そして 8月にはこの期間の最低点に達し，そして12月までほぼその水

準で停迷 L，34年 1月以降ようやく上昇線をたと‘っている O しかし間年11

月一12月の生産高は32年のそれにまだ達していないのである O こうした明治

33年 3月を境とする綿糸生産高の推移の急激な変化を前節第 1顕の景気指数

の動向と関連させてみる時，これは明らかに戦後第 2次恐慌の綿糸紡綴業に

おける反映を示すものといってよいであろう O

綿糸根場 資料上の制約から明治30年12月以降の変化しか知ることができ

ないが(r日本経済統計総続Jの明治27年2月以降の松場表はここでの大引値段の数値

とは一致しない)，それによると， 30年12月から31年 2月にかけて騰貴した

大阪糸綿木綿取引所(明治26年12月設立〕の綿糸20手先物栴場は 2月をどー
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ク(最高96円45銭，最低90円90銭〉に以後下落の一途をたどり 31年 10月に

低点〔最高77円90銭，最低74円30銭〉に達している O その後一時騰落を示すが

相場は 32年 7月頃までは80円前後の水準を保っていてとくに大きな変化は

なL、。ところが 8月以降曲線は急速な上向線をたどり 33

113内部銭，最低 102丹70銭という異常な高さに達している。そして 3月

をピークに以後急激に下向線をたどり 6月には最抵78丹羽銭におちている。

桔場ーはそれから 9月まで横ばいの状態を示すが， 10月からふたたび上芥し，

34年 1月にはいま一つのピ{クに達する O そして 1月を境にふたたU下時に

転 じ 7月に90円前後となり，その後また上昇しているが，年末まで 100円

前後にとどまっている。つまり， (1)明治 31年 3月以降の相場の下答， (2) 

33年 3月および34年 1月を境とする相場の急激な騰落という点に，この簡の

綿糸相場の動きの特徴が見出されるのであって，これは恐慌との

されるべきことである O なお，この大阪糸綿木綿取引所の綿糸20手先物招場

の変動には投機的要素が強く介在しており，おそらく市中現物相場の動きは

必ずしもこれと一致しないであろうが，綿糸椴場の一貫した数簡は現在のと

ころこれにしか求めようがないので，この先物相場によって糸価の変動を代

表させることにする O

綿糸輸出価額 清国を主要な輸出市場とする綿糸輸出が明治27年以降増大

し 30年には輸出高が輸入高を凌駕し，その後も31年から32年にかけ』

に増大していったことはすでに前節第 5表についてみたとおりであるが，こ

れは月別の綿糸輸出高についても，若干の起伏はあるが明治31年 1月から32

年12月まで趨勢として上舟線をたどっていることにも示されているO ところ

が32年12月を境に第3図の曲線は特徴的な動きな示すようになる。すなわち，

32年12月か 3月まで急激に下方に落ちこみ警ついで5月まで逆に急激

に上昇しそして 5月をピークふたたび 7月まで上昇と同じいきおい

しているのであるO 明治32年12月から33年 7月にいたる期間の綿糸輸出績の

振幅の激しさ，これが月別の綿糸輸出師額の推移のなかでの注目すべき

であり，それが恐味期の綿糸紡績業の動向とどのようなかかわりあいをもっ
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ものであったかは，のちに検討される O

91 (163) 

繰綿輸入倒額・輸入繰綿 1担当価格 繰綿価格が明治30年 9 月以降~-F持線

をたどっていることをのぞけば， 32年上半期まではし、ずれにおいてもとくに

めだっ変化はみとめられない。繰綿輸入価額が各年 12月を境に 200万円前後

から600~700万円程度に増大しているのは紡績会社・棉花荷の新棉賞付がこ

の時期に集中してしγ/こからであろう O しかし輸入錨額は32年末か

変化を示す。 32年 11月から増加の一途をたどり， 33年 3月には 1，298万円に

している。そして 3月をピ{クに以後急速に減少し， 9月には 39万円にま

で激減する。この短期間の輸入価額の変動は，一つには繰綿価格の騰落によ

るものであった。すなわち第5閣に明らかなとおり，

32年 9月以降急速に上弁L 33年 3月には24円80銭と前年8月の 4割高強と

なっており 9月には17丹20銭と 3月に比しいちじるしく低落しているので

ある O しかし輸入価額の変動はたんに繰綿価格の騰落の影響によるもので

はなく，のちに示すように繰綿輪入量の変動に主としてもとづくものであっ

た。したがって，ここではとくに， 32年11月から翌年3月にかけて，繰綿価

していたにもかかわらず，繰綿輪入量が兵常な増大を示していた事

実に注意、をうながしておきたい。

五炭価格 明治30年下半期から翌年5月まで上昇の一途をたどり，以後急

激に下降に転じていることがここでの特徴的現象である o 32年10月以拝はか

んまんながら上向線をたどるが大きな変化は生じていなL、。

紡績女工賃銀 この時期全体を通じてかんまんながら上向線をたどってい

るO 仮に明治30年 6月と34年6月とを比較すると，日収13.28銭から19.58銭へ

と47%の賃銀上昇率を示している。ちなみに，付表および第4図に示されて

いる紡績女工賃銀はどのようにして計算されたものか涼資料からは不明であ

るが，大日本紡績開業連合会『綿糸紡績職工事情調査概要書』中の明治30年

9月の各紡績会社平均女工賃銀 14.5銭L) (これは紡績会社の「日給者Jおよび「請

負者」の賃銀を平均し，かっそれの各紡演会社の平均をとったものとみることができる〉

が図表の問時点の女工賃銀(14.05銭〉とほぼ一致していることからみて，各
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紡績会社女工の平均賃銀とみてまず間違いなかろう。

つぎに第 31乱第4図の曲線を相互に比較検討し恐慌期の綿糸紡績業の

動向，とりわけ「過剰生産Jの問題を考察するにあたって重要と思われる諸

点を指摘しておこう O

第 1は，第 3留の綿糸相場曲線と綿糸輸出舘額曲線が特定の時期にきわめ

て対照的な動きを示していることである O まず明治31年初頭から同年10月ま

での荷曲線の動きをみると，綿糸輸出錨額は年初以来一貫して増加傾向を示

しているが，綿糸相場は 2月をピークに以後10月まで急速に低落しているの

である O つぎに明治32年12月から33年 5月までの期間に阪を移すと，この両

者の対照的な動きはさらにきわだっている O すなわち，綿糸輸出曲線が32年

12月をピークに以後33年 3月まで急角度に下降しているのに対し，綿糸相場

は同期間に急速に上昇し，綿糸輸出倍額が最低点に達した 3月に逆に頂点に

達している O そして， 3月を境に綿糸輸出価額曲線がするどい角度で上向に

転じているのに対し，綿糸相場曲線は逆に急角麗に下向線をたどっているの

である O そして，これとほぼ同様な対賭的な動きは， 33年10月からは年 5月

にかけても認められる O 以上の 3期間における綿糸輸出の増大と綿糸相場の

低落，綿糸輸出の減少と綿糸棺場の騰貴としづ対照的な変動，これがなによ

りもまず注呂ざるべき綿糸紡績業にかんする特鎖的な現象である O

第zは，第 1の点とも若手重複するが，明治32年末から33年 3月にいたる

時期に綿糸棺場曲線は念、角度に上昇しているが，繰綿輸入価額も綿糸輸出倍

額曲線が下降しているのと対照的にやはり念、角度に上昇しているということ

である O この間の繰綿輪入価額の急増は輸入繰綿価格の騰貴にもよるもので

あったが，さきにふれたように輸入量の激増に主因があったのであって，つ

まり，繰綿儲格が騰貴していたにもかかわらず繰綿輪入量が急激に増大した

32年末から翌年 3月までは，同時に綿糸相場が異常な高縫を示していた時期

でもあったという事実に着目する必要があるわけである。そして，以上の

と関連して， 33年 3月をピ{クとする綿糸相場の激落と並行して繰綿輸入価

額も 3月を境に激減し，綿糸輸出儲額曲線とはまったく異った動きを示して
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いるという点もまたきわめて特徴的現象として注目に値する O なお，綿糸生

産高路線がさきにふれたように明治33年 3月以降季節的変動とはまったく異

った動きを示し 3月を境に急、角度に下降しており，それは綿糸相場，繰綿

輸入鏑額曲線の動きと同様であるということも，ある意味で当然のことでは

あるが，一応指摘しておいてよいであろう O

第 3Lt，限をふたたび明治31年上半期に移し，そこでの綿糸相場，石炭価

格の二曲線の比較から指摘さるべきつぎの事実，すなわち明治31年 2月をピ

ークに綿糸穏場が下落に転じた時点は，前年から上向線をたどってきた石炭

鶴格がピークに達した時点とほぼ一致しているということである O

以上，第3関および第4図によって明治32年の景気回復期を間にはさむ日

清戦後の恐環期における綿糸紡績業関係の諸統計数値の変動をまず個別に検

討しついでそれらを相互に比較検討することによって，恐慌と紡績業との

関連を考察する上に重要と思、われる特徴的な諸現象，諸事実を指摘した。し

かしそれら特徴的な諸現象，諸事実がわれわれの当面の課題にとってどのよ

うな意義をもつものであるか，いし、かえれば，それらの諸現象，諸事実がど

のような意味内容にま品、て綿糸紡績業の「過剰生産Jとかかわりあいをもつ

ものであるかは，以上の統計的観察の範閣からはまったく明らかでなし、。そ

れには，戦後好況期から第 1次および第2次恐境期にかけての紡績諸会社の

経営動向の，そしてその経営動向と恐慌期の経済諸変動との内面的連演のよ

りたちいった分析が必要で、ある O そして，われわれは以下それを試みようと

するのであるが，その前に行論の必要上，以上の統計的観察のまとめの意、味

もふくめて，あらかじめつぎの事実に注意をうながしておきたし、。それは，

以上の検討からすでに明らかなとおり，第3図の綿糸相場，綿糸生産高，綿

糸輸出価額，繰綿輸入儲額の動きのなかでとりわけきわだった変化を示す時

点が明治33年 3月であり，そしてこのお年 3月という時点は同時に前節第 1

図に示されていたとおり景気指数がピ{グに達して以後急激に下落に転じた

注目すべき時点でもあったということである。つまり，このことはお清戦後

の「景気変動jないし恐慌と綿糸紡績業の動向との関連を考察するにあたっ



94 (166) 経済学研究第16巻第2号

て，明治33年 3月という時点が重要な意味をもっていることを物語るもので

あると同時に，戦後第2次恐探がわれわれの当面の課題にとってとくに主要

な考察の対象とならねばならないことを示唆するものでもあるのである O

1) uEl本労働運動史料J第1巻 p.277 

II 戦後第 1次恐慌と綿糸紡緩業

[1J 明治29年秋以降 と外国貿易の動向

明治28年 8月以降戦後経清は好況局関をむかえ，旺惑な企業熱，

よって銀行，鉄道，綿糸紡績業を中心に資本家的企業がし、ちじるしく勃興し

たが， 29年秋にいたって金融逼追，株式投機の梗塞にともなう一時的な経済

的小波i協が生じたことについては前節においてかんたんにふれておいた。こ

の29年秋の金融逼迫は，たとえば東京大阪組合銀行の貸出対預金比率が29年

6月145%，8月174%，10月 176%，12月181%と増大しているりことに示さ

れているように，好況期の過度の企業熱，投機熱にともなう銀行の預金増加

に比しての貸出の急速な増加が金融市場にたいする圧迫となってあらわれた

ためであり，東京においては29年4月「漸次低落ノ傾向」を示していた金利

は6月にいたって「多少上進ヲ示」し 7月「銀行者ノ内ニハ卒クモ前途ヲ

シ貸付割引等ノ利患凡ソ壱弐産ヲ引上ケタノレモノ」があらわれ 8月に

は「金融一層引締リ利息モ概γ テ一二厘方欝貴Jし 9月「金融ハ頗ノレ繁忙

ヲ感」じ，大阪においても，金融は 6月「漸次引締ノ状況ヲ示Jし 7月「

l締ノ状ヲ畏シJ，8月「益々繁忙ヲ告ケJるにいたったわ。そして， 29 

年 9月7日日銀が前年 7月に金利引下げを実施して以来約10カ月ぶり

を 1犀方引上げたことがこうした金融逼迫の傾向に拍E与をかけたのである。

ところで，この29年秋の金融逼追にはいま一つの原簡があった。それは29

5-6月以降の主として生糸輸出の不振による輸出の減退であった。(後掲

第6図およひ第7表参照〉。つまり， 29年 8月には「生糸貿易ノ不振ヲ始メトシ



日清戦後の恐慌と綿糸紡績業付長岡 95 (167) 

テ諸種資金ノ需要輔鞍J3) し， 9月には「横浜ユ於ケル生糸ノ、依然トシテ不況

ナルノミナラス各地ニ水害アリテ臨時ニ融通ヲ要スルコト砂カラスJめとい

う状況を呈していて，生糸業者の滞貨融資の要求が強まる一方製糸関係金融

機関の資金の澗渇が生じこれが金融市場に迫を加えるとともに，輪出減

もとづく輸入超過の増大は銀行の警戒をつよめ，それはまたそれ

となったのであった。

大阪・東京の木綿商の破綻， 柄生の買継商の不渡手形による経営破綻，

さらに大阪の綿糸商の同じく不渡手形による破綻と関係諸銀行の取付による

支払停止や臨時休業といった経済的小波澗をひきおこした29年秋の金融逼追

は， しかし，年末から翌30年初頭にかけて生糸輸出の回復もあってかなり緩

和し、さらに30年 2月金本位制採用法案が議会に上呈されたことによって外

資輸入の思惑から株式市場は一時活況を呈するにいたり，景気は再度上昇す

るかにみえた。ところが，同年 3月29日「貨幣法Jが公布され10月 1日より金

本位国となることが決定をみたものの，外資が早急、に輪入される見込みがな

いことが判明するにつれて株価はふたたび下落し，企業熱，投機熱はしだい

に冷却していった。そして，その間，金融市場はふたたび逼迫傾向合示し

金利法上昇ー線をたど、っていったのである O

jっち，まず東京についてみると 2月「生糸か米国市況の回復に会ふ

て売行粉々活発なりしより中旬以後は漸次金融緩慢とな jり 3月下京1月に

比し幾分か低落Jした金利は 4月には日本勧業銀行の株式募集の影響もあ

って「著しく騰貴」し 5月も「金融は依然緊縮の状態Jを示し， 9月「柏々

小康の状宅ピ呈j したが11月にいたると「金利歩合は著しく騰貴するに主主」り，

12月に;ヱ「金融界の趨勢jは「益々逼迫を麓めJた。大阪におし、ても事態は同

様で， 2-3月は「金融緩慣に打過Jぎ、たが， 4月に入って「金融は一層繁忙J

となり， 5-7月も「金融緊縮Jないし「金融引締り」の状態で， 8月末から

9月にかけて一時「小践の状を呈し!たが， 10月に入って「金利は著しく昂騰」

し， 11月も「前月の趨勢を承け……少しも引緩み」をみせず， 12月も「依然

ヲi緩λの状Jを呈しなかった5)。そして，こうした金融摂塞の状態は翌 31
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上半期まで続くのである O すなわち，東京では31年 1月「金融渋滞の大勢は

依然として其歩趨を吏めずJ，2月中旬から月末にかけて「一時ヲi緩みを告げ

た」が 3月には ilBに援して再び逼追を告けJ，4月も「前月来緊縮の状況を

持続しJ，5月上旬「精小康なりしも中旬以後……頗る緊縮を告くるに至j っ

た。そして 7月になって金融はようやく「小康の状況に向jい， 8月以降「益

緩和に赴Jいていったのである O 大阪においても， 1-3月は東京ほどで:主な

いが「金融少しく緊縮を告けJ，4月にいたって f緊縮せる金融の趨勢漸く

しく Jなり， i資金は遣も回収せられす……各銀行をして一時貸出拒絶に近

き程の警戒を為さしむるに衰JI)， 5月も中旬以後は「一層逼追を告けたふ

そして 6月になって「金融漸くヲl緩みの色を呈Jし 8月には「前月に引続

き金融益々緩和するに至Jり，金融複塞は解消したのであっため。

第5国東京・大阪における金利の変動

a 

車京釘516"'(平均〉

~2 
竃者b 121-'--6 

{明噛30'手} t明治311手〉

備考~金融事項参考書J より作成

以上の金融の動態は，明治30-

31年の東京・大阪の金利の変動を

グラフに示した第5阻にも明瞭に

あらわれている。すなわち，東京・

大阪いずれにおいても，金利は30

年 1月以降下降線をたどって 3月

には最低点に遣し，以後上昇に転

じて31年 5月にピーク(東京割引臼

歩3銭2塵2毛，大阪抵当貸付日歩3銭

3媛〉に達する O そして 5月を境に金利はふたたひ、下落し，年末には金融緩

慢の状況となっていることを読みとることができる O この閣でとくに娘をひ

くのは， 31年上半期(とりわけ 4-5月〉における金利上昇のはげしさであ

り，これは金融逼迫がこの期間にとくにいちじるしかったことを物語るもの

といってよかろう O

それでは，明治30年第2四半期から31年上半期にかけてのこうした金融逼

迫・金利の高騰はどのような原因によるものであったか。もちろん，それに

はさまざまのことが考えられるO たとえば，明治30年中のそれについていえ
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ことをここから一応知りうるのであるが I取引所高況Jの記述にしたがえ

ば，それは金融逼追にもとづく資金の欠乏ないし資金調達難からする紡績会

社の定期市場・現物市場への綿糸の投げ売り・見切り売りによるものであっ

た。 I藷況Jではこの点は他の諸露国と並列的におかれ付随的原田であるか

のごとく記述されているのであるが，むしろこの点にこそその主因があった

とすべきなのである O それは，たんに「商況Jのあげる他の諸原田が前述の

ごとく説明の根拠としては必ずしも十分のものとはいえないという消極的理

由によるものではない。金融逼迫・金利高騰期に綿糸棺場が下降に転じたと

いう上に指摘した事実もその積極的理由のーっとなるのであるが，たんにそ

れにとどまらず¥この綿糸穏場の低落は戦後好況期に蓄積された日本資本主

義の諸矛盾がこの時点で綿糸紡績業に集約的に顕在化したことを示す具体的

ほかならなかった，とわれわれは考えるからである O 以下この点を明

らかにしよう O

わが国の綿糸紡績業が明治20年頃から27年頃までのいわゆる「紡績勃興時

代Jを経て日清戦後の好況期に入り，そこでさらに飛躍的発践をとげたこと

についてはすでにみたが，この間の勅績業の発展紡績資本の再生産過程の

拡張は，周知のごとく，たとえば「紡績勃興時代Jの特徴のーっとして紡績

諾会社が「多額の配当に焦せって積立金を等閑に附しJ I恩定資産の註額な

るに応じて払込金額を増加すべく試みJず「社告を及借入金の慈大を来たJし

た点があげらているように31)運転資金の大部分を錆入金に依存することによ

って実現をみたものであった。紡績会社の資本構成はしたがってきわめて脆

弱であり，明治27年上半期の紡績32社の固定資産 1，230万円に対し払込資本

金は1，142万円にすぎず社皆借入金は668万円におよんでいた32)。事態は日清

戦後好況後の紡績会社についても同様であり，明治30年下半期の紡績会社の

(払込資本金・積立金・社償)29，607，796円， 内

(土地家屋・器械等)25，822，031円， r運転資本J3，785，765円で33)，

本Jと「運転資本Jの比は 7:1であったが，明治 31年日

資をうけるにあたって大阪地方の紡績業者が同行の質問に対して行った
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第 10表 1万錘紡績工場の「恩定資本Jと「運転資本j

思定資本 i軍転 資本

円i 円
建 築 費 60，000 原棉代価 (40自分〉 60，000 

地 所 代 価 20，000 石炭其他用度品 (1カ月分〉 6，500 

器 械 代 金 250，000 職工食銀c1カ月分〉 3，500 

差H是翁Z 掛 物 (5 日分〉 8，000 

製糸売掛代金(10日分〉 20，000 

計 ハ
リハHυハU

，
 

A
りつdつd 計 98，000 

1m}考 r東洋経済新報J第89号「紡績業者の答申Jの文中の数字より作成。

$によれば 1万錘紡績工場の設立，運営のために必要な資本金，および

その構成は第10表のごとくで r運転資本Jは「間定資本」のほぼ 3割が適

正とされていたから，不足分はすべて銀行その他の措入金に依存していたわ

けである問。大政地方についていえば「平野・摂津・岸和田其他ーニの紡緩

会社を除くの外は原料の買入，職工の仕払金等運転資金は勿論，固定資金の

一部すら指入金を以て充用し 1
35

)ていたのである。

紡緩会社の大部分が運転資金はもちろん設備資金の一部をも銀行からの借

入金に依存することによって好況期の資本蓄積を押し進めてきたということ

は，たんに勧績会社の経営方針にもとづくものではなく，当該段階の日本資

おかれていた歴史的地位からみて必然的な資本蓄積のー形態を示す

ものであった。すなわち，後進国日本の綿糸紡綴業は当初から器内市場にお

けるイギリス綿糸，インド綿糸との競争の必要上大規模の機械制工場工業と

して出発する以外にはその発展の途はとざされており，資本蓄積の低位から

してそれは必然的に紡績業の金業形態を株式会社の形態たらしめざるをえな

かったのであるが，国内市場さらには;毎外(とくに清国〉市場において紡綴業

とのきびしい競争関係、の下におかれていた日 zド紡績業にとっては，株

式会社制度をもってしても資本の調達は必らずしも容易ではなかった。その

場合主要な投資者iれ、うまでもなく華族・商人・地主であったが，すでに指
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捕されているとおり，間一投資者が各紡績会社に分散投資する傾向が強く 36)

投資もしたがって零細にならざるをえず¥かっその投資自体きわめて浮動性

に富むものであった37)。下多額の配当に焦って積立金女等関に附したJのも

企業規模拡大のための増資を実現するために最初の投資者を企業の倶Ijに吸引

しておく必要性があったからである38)。大規模経営実現のための株式を通じ

ての資本調達が必ずしも十分で、なかったというこうした事情は，華族・商人・

地主の資金の多くが銀行の貸付資本に転化していったといういま一つの事情

とあいまって，紡績会社の銀行への依存度を強めていったので、ある。そして，

それは紡績会社と棉花・綿糸商との関の器用関係の未成熟にもとづく運転資

金の自己負担部分の増大によって，一層強まらざるをえなかった的。もちろ

んJ紡績勃興時代Jとの比較でいえば，日清戦後の好況が紡績会社の株式によ

る資本調達難をいちじるしく緩和したことは疑L、なし、。しかし輸出産業的

性格を強めてきたこの時期の綿糸紡績業にとっては，海外市場における勧績

業先進国との競争の帰趨;土産接斯業の消長にむすひ、つくこととなったのであ

って，生産規模の一層の拡大がそこから要請されてくるとともに，圏内およ

び海外における日本紡綴業の個別資本間の競争もまたそうした方向を必然、化

してきたのである O かくて，戦後好況期における紡績資本の再生産過程の拡

張も，運転資金を場合によっては設備資金の一部をも銀行その飽に依存しつ

つ自己資本はほとんどすべて設備投資にふりむけると L、う形態をもって進行

したのであった。紡績会社の資本構成の脆弱性は，こうした後進国日本の綿

糸紡績業にとっていわば必然的な資本蓄積形態の所産にほかならなかったの

である O

ところで，紡績会社の資本構成が脆弱であり銀行への依存度がきわめて

かったということは，紡綴会社の金利負担を大ならしめることとなり，訪韓

会社の金利が純益金の 4割以上に相当してL もとづいて紡績会社が

て大胆に営業しつつあ」ったとする明治27年上半期についての

指摘叫は，そのまま戦後好況期の紡績会社にもあてはまるものであった。そ

の点に着日するかぎり，日清戦後においても日本紡緩業は資本家的経営とし
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ての合理的で、安定的な基礎の上に立っていなかったといってよし、。 ただ，

好況期にあって高利潤が保証されるかぎりこうした金利負担も紡綴会社にと

っては必ずしも過大ではなかったのであって，そうした条件のもとでは，運

転資金を全面的に銀行その他に依存しつつ生産規模を拡張し，園内市場にお

けるシェアを拡大しつつさらに海外に進出する方が，紡績会社にとってはむ

しろ合理的な経営方法であったことを見忘わすれてはならないのである O し

かしそうした経営方法は金融逼迫・金利騰貴が生ずるとともにただちにゆ

きづまらざるをえない必然性をもつものであった。

明治31年 3月以降の綿糸相場低落の原田は，なによりもまず以上の好況期

における紡績資本の拡大再生産過程の特質との関連で究明されねばならない

が，それとともに31年上半期に特識的ないま一つの経済現象も見落してはな

らない。それは日本資本主義の発展の紋行性にもとづく石炭価格の鴇貴であ

るO

前掲第4図にみるとおり紡績工場周 1万ポンド当石炭極格は明治30年 4月

25円88銭 7月27円99銭， 10月30円79銭， 31年 1月33円14銭 4月33円90銭

と急速に騰貴しており，明治29年の平均価格が16円30銭であったことを思え

ば，明治30年下半期から翌年上半期にかけての炭舗の騰貴がいかにはげしい

ものであったかが知られよう O この炭価騰費は (1)1船舶運賃の騰景品Jと (2)

「需要供給権衡を失せしことJとによるものであった41)0 (1)の原菌として「東

洋経済新報』は，物価および船員賃銀の務貴，解氷にともなう口シヤ・北清

への海上輸送の急増，航海奨励法による台湾・揚子江航路の開設など 6点を

指摘している42)0 この運賃騰貴も，たとえば「昨年中〔明治22年〕

得たる関西曳船会社に於ても資本金百万円を投し従来の曳船に五六倍したる

六十馬力の汽船数鞭と運搬用の達摩船三百余践を新造し其株式は多く石jえを

消費する諸会社より募集し其応募の多寡にMSL低価の運箕を以

を特約するの計画を立て現に同地方の紡績製糸会社等にして賛意、右哀し来れ

るもの二十社以上に及jんだという

大きく作用したであろうノうらぞの

もあるとおり，た

因は，1炭価 し石炭の欠乏
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くるに至りたるは其供給の減少したるにあらすして其需要頓に増加し供

給に対し権衡を失したるに在り J44)または「石炭の騰貴は……船舶不足にし

るとに踊るものありと昼食も大駄上其需要の増加に留るへきや疑

なきなり J45)とされているように， (2)の石炭需給関係の不均衡にあった。

石炭業は日清戦後の企業勃興期に鉄道・銀行・紡績業についで顕著な擢進

をとげた産業部門である。明治27年から29年までの 3年間に会社数は 9社か

ら17社へ，すム込資本金は97.4万円から950.0万円へと激増し，46〉石炭産出高も

この間に426.8万トンから501.9万トンに増大している47)。この石炭業の発展

は一つには輸出の増進によるものであったが，主として石炭の国内消費量が

この時期にいちじるしく増大したことにもとづくものであった。たとえば明

治30年の輸出高は211.9万トンで明治26年の約1.5倍となっているのに対し，

簡内消費量(船舶，鉄道，工場，製塚用炭の合計〉は174.5万トンから475.4

万トンへと約 2.7倍に増大しているのである48)。そして，この閣内消費にお

いては，たとえば明治20年代前半では20-30%にすぎなかった工場用石炭消

費量が28年に50%をこえ30年には53%，31年には58%と増加している49)こと

に示されているように，工場用の石炭消費のいちじるしい増進がみられたこ

とがこの時期の特徴となっているのである O しかし，こうした発展にもかか

わらず，たとえば全菌出炭高の過半数を占め園内需要の多くをまかなってい

た筑豊炭田町について「筑豊地方に於ける数多小炭坑の資本は日歩 5銭を持

らざる高利の資金なるが故に採掘高を増さんと欲するも遅かに自的を達し難

り故に大資本家出でて大に炭坑の事業を拡張し採掘高を増ずにあら

ざれぽ供給をして需要に副はしむること能はすJ5!)と報告されているように，

炭坑の圧倒的部分が問屋・高利貸資本に従嵩する零細な{商人企業からなりた

っていた52)当時にあっては，出炭量の増加には大きな限界があり，石炭需要

だちに工場用炭価の急騰となって現われざるをえなかったのであ

った。その意味で，この時期の炭価の高騰は日本資本主義の政行的発展の所

ほかならなかったのである O

ところで，この明治初年から31年上半期にかけての炭髄の高騰は，紡績会
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社の経営をいちじるしく圧迫した向。とくにここで;土炭価の上昇がピーグに

した 31年 4-5月が金融逼迫・金利高騰のもっともはげしい時期であった

ということに注目したい〈前掲第4函，第5図参照〉。つまり，炭価騰貴によっ

て紡績会社のi収益率が低下しつつあったまさにその時に，

迫・金利高騰とし、う事態に直面することとなったのである。そしてこの収益

率の低下は明治30年以降の賃銀騰貴によっても促がさわしたことはほぼ疑いな

第 11表主要紡演会社の収支および配当率

(単位:円，円以下切捨)

明治 29年 明治 30年 明治 31年

上 下 ーと 下 上 下

大
a 1， 739，345 1，654，629 1，706，414 1，642，845 1，829，140 1， 785，212 

阪
b 1，577，482 1，513，694 1，553，345 1，578，167 1，742，404 1， 747 ，026 

紡
c 161，862 140，935 153，069 64，678 86，735 38，185 

d 1.5 1.5 1，5 0.7 0.7 0.4 

鐙
a ワ 。 ワ ワ ワ ワ

溺
b ワ ワ ワ ワ ワ ワ

紡
c 142，398 53，228 167，068 201，478 140，292 15，335 

d 1.0 1.0 1.2 1剛2 1.0 。

尼
a 871，153 807，792 972，103 911.198 1，205，203 1，211 ，094 

崎
b 783，283 733，936 871，850 858.151 1，103，890 1， 134，630 

紡
c 87，870 73，856 100，252 53.047 101，312 64，667 

d 1.8 1.5 1.5 0.6 1.0 0.7 

a 482，219 487，353 534，514 459，324 693，981 357，492 

重
b 211，259 239，892 285，071 311， 194 493，974 257，220 

紡
c 216，940 247，401 249，443 148，130 1ヲ9，927 82，272 

d 1.8 2.0 2.0 1.6 1.6 1.2 

倉
a 111，813 159，170 176，798 145，812 174，419 142，852 

敷
b 68，701 96，152 121， 617 ]23，948 118，331 133，091 

紡
c 43，120 63，017 55，181 21，864 56，088 9，760 

d 1.6 1.8 1.6 0.6 1.5 0.4 

備考 (1) a収入小計， b支出小計 c芸会引損益， d担当率。

(2) ~繊維J 上(~滋代日本産業発達史j] XI) pp. 204-205より引用.

(原資料は各社「考課状Jおよび「営業報告J)
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L 、54)。ともかく，第11表にみるとおり，比較的安定した基礎にたっていた大

紡績会社においても，明治31年上半期には前年同期に上むし収益が減少してし、

る会社が多く，配当率は軒並低下してし、るのであり，そしてそれは収入減よ

りも支出増に主たる原因があったことがこの表からある程度うかがわれるの

である O

以上のようにみてくれば，明治31年上半期に紡績会社の経営がどのような

状態にあり，綿糸の投げ売りがどうして生ぜざるをえなかったが理解されよ

うO 炭{蕗・費銀騰貴による収益率の低下が一方にある時に，金融逼迫・金利

高騰によって過大なる金利負読が勧績会社の経営に一挙に重圧を加えるとと

もに，紡績会社は資金調達の道をとざされることとなったのであり，

社は「詩人金の利子と元金の返還督促に一責めたてられ，余儀なく製糸の投げ

売りをなJ55)すか，ある L、はまた「総じて資金に欠乏を感じ， 原料棉花， 石

炭の貿入，職工の賃銀仕払に窮するより， 安直に拘らず続々投売をなJ56〉さ

ざるをえなかったので、ある57)。年初以来輪出が増進しつつあったにもかかわ

らず，綿糸相場が31年 3月から〔それ以前でも以後でもなく〉下落に転じたのは

まさにこのためであり，そして，この投げ売り〔これは経営基盤の不安定な弱小

会社からまずはじまったであろう〉による糸価の低落が，紡績会社の経営をさら

に困難におとしいれ投げ売りをさらに促進すると L、う悪循環を通して糸価の

低落をいっそうはげしいものにしていったとみなければならないのである O

もちろん，綿糸相場の抵落がこうした事情からのみ生じたとみてはおそらく

正しくないであろう O それには前述のように商内における綿糸需要の減退も

作用をおよぼしていたで、あろうし，とくに明治31年下半期にはいって不況が

一般化した段階で、はそれは大きな意味をもっていたと考えてよ L、。そこでは

布炭価格は急落し583，金利も低下しているのである(前掲第4図，第5図参照〉。

あるいはまた，輸出が増進しつつあったとはいえ清国における自問綿糸に対

する課税法の改正などの影響で綿糸生産高の増大〔前橋第3図参照〉に照応す

るほどの輸出増がみられなかったことなども影響していたかも知れない。し

かし明治 31年 10月の相場の暴落にかんしても「需要供給の不均衡よりし
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て，紡績会社の投売をなすのlI:む得ざり 「国より主菌なるに相違なJし

とされているように59)，これら も結局は前述の悪裾環の速度をはやめ

るかたちを通じて糸価の暴落に帰結したとみなければならないのである向。

第 12表戦後第1次恐慌期の綿糸紡績業の経営動向 (単位:円〉

明治 30 年 明治 31 年

上 下 上 下

資本総額 39，611，780 43，011，780 46，453，730 44，904，430 

払込資本 28，811，476 30，686，476 32，500，226 33，651， 197 

純 益 金 2，489，808 1，274，660 1，701，163 776，322 

積 立 金 757，100 299，683 613，249 257，274 

自己 当 金 1，388，678 852，551 811，565 403，850 

1社平均純益 46，108 20，232 25，341 11，782 

同 積 立金 14，020 3，963 9，153 3，898 

!可 配 当金 25，716 12，115 6，119 

自己 さヨ 率 1.13 0.5 0.4 0.2 

備考:r東洋経済新報J第119号による。

明治31年 3月から下降に転じた綿糸相場は，ともかくこうして下落の一途

をたどり，同年10月には80円台を大きく割り 2月に比し20丹方価格は低落し

た。かくして， 31年第2・四半期から下半期にかけて綿糸紡績業は蒋業苦境

に立つこととなった。第12表にみるように紡績会社の経営内容は明治30年下

ら全体として悪化し 31年下半期には 1社平均純益金，積立金，配当

金は30年上半期の弘に減少し配当率も大闘に低落しているO 第 1口3表は明

治2路8生年手以降の各紡綴会社の 1錘当玉平子均利益金の推移を示したものである6向1り〉

紡勧A績会社を全部網羅しているわけけ加でなく，かつ時期的にも会社7.i1jにも不明の

部分が多いのであるが，明治28年から30年上半期にかけて好調を持続じた紡

績会社が最初の苦境に立った30年下半期にはじめて欠損会社 (7社〉を出し，

31年上半期にさらにそれが増加 (9社〉している事実を知ることができょう O

そして. 31年下半期にいたって欠損会社は急増したのである o 1錆当平均利



121 (193) 

32下
内

2.294 
1.638 
3.385 
3.456 
3.015 

0
6
4
8
4
A
 

一
二

3
3
5
0
5

J
一
7
5
0
V
9
1

一
円
・
・
・
・

1
一;
1
1
4
4
1

〈
U

長岡

戦後第1次恐慌期前後の紡錘U!;:当利益金

日清戦後の恐慌と綿糸紡績業付

28 r 
向

3.432 
3.555 
3.984 
4.395 

第 13表

0
6
4
0
 

レ
ヒ
ワ
ゐ
n
J
Q
U
ハ
O

i
J
一つ“
Q
U
ハ
わ
円
4

一
E
j

・

8
寸

$
3
3
2
3

0
ム

2.715 
2.633 

2.223 

3.488 
3.003 

村0.190
2.327 

4.388 
3.032 

4.808 

3.741 
2.852 

銭
大
一
一
一
摂
日

A 

平
尼
淡
自
治

B 

2.672 
1.468 
0.136 
4.185 

10.180 
2.337 

(ーJ1.108
2.012 

(-)1.131 
2.588 
3.565 

0.123 

(一J1.064
3.621 

2.152 
1.009 

2.915 
2.172 
2.337 
4.304 
1. 792 
4.219 
2.917 
5.500 

3.166 

3.170 2.609 
1.145 

5.982 

3.746 
3.811 

3.393 

3.860 

1.433 

明治
P;?iJ山
天満
東京
支島
三池
倉敷
岸和沼

C 

2.618 

3.575 
3.489 
5.900 

2.691 
3.233 
5.255 

3.121 
3.440 
4.627 

1.379 
2.154 
3.762 

2.418 

1.317 
0.400 

(ーJO.550
7.062 

2.532 
0.541 

1.491 
(-)2.208 I 

2.310 
3.299 
2.975 

2.927 

2.940 
4.527 

3.403 
4.751 

2.507 
2.052 

2.537 
3.802 

1.826 
1.484 

上 海
泉州

堺
和歌山
朝日
福島

1.114 
1.284 
1.453 

1.153 
1.918 
1.288 

(-)3.554 

2.302 
4.643 
3.630 

1.869 
2.534 

3.084 
5.453 
3.797 
3.152 

2.785 
3.936 
6.761 
1.453 

3.630 
3.521 
4.661 

久留米
福山
郡山
野田

D 

2.370 
2.287 

4.047 

0.110 

1.617 

3.650 

3.509 
1.310 
3.880 

0.048 
1.130 

{ーJ2.206
(-)0.417 
(-)0.690 

-I 2.100 
1.147 I 1. 488 
2.643 I 1. 345 
1. 975 I (ー)2.009

-I 0.392 
3.148 I 2.260 
0.863 I 0.066 

(→1. 030 1(-)10.333 
1. 929 I 0.795 
0.609 I 

4.3781 

0.291 
2.077 

←)1.013 

2.665 
2.837 

4.133 

4.653 
4.717 
1.305 
4.965 
5.619 

3.214 
5.262 
1.975 

2.132i 

3.769 

4.143 
3.778 

3.464 

3.093 

2.840 
1. 706 

1. 722 

E 

viii考:(1) 東洋経済新報J 第 44~-. 討'1; 63号事81サ，第100号，第156号より紡i友会社の運転錘放(拐

ゐ31 "1三五~1惇〕規模íJlJ\二配列をかえて作成(運転車垂数は f第十五{)~農協l務総計表』による〉。

(2) A-4万緩以上. B-3万綴以上 4万緩以下， C-2ヌゴ鐙以上 3万銭以下， D-l万緩以上

2万主主以下， E-!万鐙以1'.(1"'[苦手 i}'Jの況列は運転霊童数のliiii序による〉。
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明治 31年下半Wlの欠損会社第 14表

名社会漬紡金損欠

三池CC)，久留米・泉州(以上D)，平安・味野・河川・日木
綿糸(以上E)

3万円以上

日本CA)，天満(C)，伏見・答士・奴路〈以上D)，京都・捻
摩・熊本(以上E)

2 万円~3万円

和歌山(D)，高岡・播陽・中国・讃佼・淡路・大和・ --'g;
伊予・阿波・笠洞(以上E)

1 万円~2万丹

大阪撚糸・広島・備前・和歌山織布・沼大寺・天満織物(以
上E)

5 千円~1 万円

上海・津島(以上D)，松山・三烏・下村〔以上E)

「東洋経済新報3第llH子より作成。

カツコ内の記号は第13表の基準にしたがし、運転鐙数の規模を示したも

5千円以下

ω 
ω 

備考:

の。

益金の31年下半期の分は不明なのでこの表からは知りえないが，第14表にこ

の点は示されている O すなわち， 31年下半期の欠損会社は37社(全紡渡会社の

50!?~) ，うち26社は 1 万丹以上の欠損となっている。欠損金は合計 929 ， 261 円

で、あった62)。そして欠損会社37社のうち 1万錘以下の会社は26社 (iO!?b)で，

欠損会社戦後好況期に族生した弱小会社のなかから，当然のこととはし、え，

を多数生み出しているのである。欠損金を出さなかったとはいえ，大規模会

社においても31年下半期に収益が急減していることは前掲第11表にみるとお

りである O こうして綿糸相場が下降に転じた明治31年 3月以降経営に破綻を

4月10日平野紡績会社は野田紡績会社の全部買きたした紡績会社も現われ，

9月25日には朝日紡績一会社がそ8月 5日には浪華紡綴会社が，収を可決し，

れぞれ解散を決議した63)0 

もっとも，収益は絶対的には低下しても比較的安定した経営基盤に立って

『東京経済雑誌J結績会社の場合には事錆は自から異っていたのであって，

は大阪地方の紡績会社について極端な経営内容の悪化をきたした会社との比

較においてそれをつぎのように報じている向。

..王子野，摂津，岸和田英他ーニの紡演会社を除くの外は原料の~入，職工の伎1L金等運
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転資金は勿;命，回定資金のー音sずら借入金を以て充用し}きれるを以て，金融遜迫，金利

之れが利子の{:t払のみにても多額を要し，綿糸低落の損失金と利子の仕払

と両々相待って其欠損を高め，今は会社の維持すら困難を感ずるに至りしもの少なから

ず，就中欠損の惑だしきは天満，朝日，浪花，福島等の各紡績にして，三万円乃至十数

万円の欠損に及び，天満紡擦の如き前年紡績放の流行せしi騎士ニ十五丹の券濁のもの八

十四円に騰嚢し， i良花紡績徐は一円の権利株にて三十八円となりしものなるに，今は天

満(五十月払込〉浪花(間十円払込〉河株共僅かに一円iこすら覧手なきに至り，朝日紡

績亦7こ此程公売に附せしに入札者少なく，一株ご十五円払込を{僅か十銭より十五銭にて

役員筋に落札したるが昔、日き惨状に焔り，共他日本紡績，明治，河1'1'1等何れも欠損あり，

只問地にて欠損を免れしは泉州，岸和田，平野，摂津，大阪，尼ケ崎等の各紡演会社に

して，殊に王子聖子，摂津は二十万円，岸和田はト万円以上の利主主あるを以て多額の積立金

をなし猶ほこ舗の配当をなし得ベき予定なるよし，市かも多数間業者か損失を蓑ぬる

間に処して平野，摂津等が何故利益多額なるかと玉三ふに，右両社の如きは数十万円の積

立金あるを以てき芝も金融逼迫の影響を感ぜず，却って銀行利子の引上に依り預金利子の

j収入をf脅し，原料綿花井iこ石炭のま口きも他の紡績会社は資金に窮し約束手形を以て割高

にも拘らず之を買入れ立つ銀行へ抵当となし殆んど二重の利子を支払ふ計算となるに右

商社は現金を以て割安なるものを購入し，叉た其製糸も{也の会社は普通工費の外銀行利

子を見積りて之に感懸けざるを得ざるも，河社は其必要なきを以て自然他会社の製糸に

上とし割安にて売却し得るの便利あるより議も現品の停滞に苦しむ如きこと之れなく，去p

って他の不況か自家の好都合となり以て斯くは好成績を呈する次第なりと云ふ.... 

この記事は『雑誌」の発行月日から31年 6月頃の状況を報じたものとみて

よL、から，それ以後綿糸相場が一語低落した10月前後についてもはたしてそ

のままあてはまるかどうかは疑わしいが，つぎにみるとおり， 31年10月紡績

連合会加盟会社中から夜業休止案が出されたとき摂津，王子野各紡績会社は積

額的に賛成の態度を表現していないのであって，これら諸会社の場合には31

年下半期においても他会社の苦境からはfまど速い位置にあったとみることが

できる向。そういう意、味で，戦後第 1次恐慌は綿糸紡績業においてもっとも

はlデしかっ 7ことはL、

である。

もなお全面的にとらえたものではなかったの
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綿糸相場が最低におちこんだ10月弘後中国地方の紡績会社から夜業休止運

動が起り， 11月 2B17社連署の夜業休止，輸出奨励にかんする

に提出され，同月四日の勧連臨時総会で審議されたが，摂津，平野，尼崎各

紡績会社は基本的には反対の立場に立ち，さらに尾張勅績(奥間正呑〉は「紡

績業は今や進歩中にあるものにして……輸出は17万接に逮し，前年に比し著

しき増額なり，去れば一時の不利益の為めに生産を減ずるが如きは以ての外

なり，況んや来Ij益ある会社をも誘ふて之れを自己の渦中に投せんとするに於

ておや，若し犬れ損失をなすものあらば臨意に休業すべし，多数の決議に従

はしむるは不問意、なり J66)と強硬に反対し67)輸出奨励金下付請願の件につい

ては委員を選出して実行に移すこととなったが(32年7月紡逮と横浜正金銀行と

の院に300万円を限度とし輸出線糸・線織物の時価8裂の資金敷遇をとりきめた約定議が

交わされた)，夜業休止案は結局採択されずたんに32年 1月以降 1カ月 4昼夜

の休業を決議したにとどまった。しかしこの決議も 2月にはほとんど有名

無実となったのである問。

以上，われわれは明治29年一31年の綿糸相場の変動を手掛りに日清戦後の

好況期に羅道的発展なとげた綿糸勅績業がどのような原因によって，第 1次

恐慌期に二度にわたる苦境と経営困難におちいるにいたったかを検討してき

た。そこで明らかにされた点は，明治30年末の最初の苦境は金本位制採用と

いう紡績業にとっては外部的，偶然的原田によっておこった対清綿糸輸出の

激減によるものであったが， 31::手3月以降のそれは好況期に紡績業の内部に

蓄積されてきた矛盾(経営破綻の潜在的可能性〕が日本資本主義の披行的発

展の所産たる石炭錨格の勝貴や賃銀騰貴によって促追さ

騰に直直して一挙に顕主主化したことによるものであり， 31年 3月以降の綿糸

相場の低落は基本的にはそうした紡績業の経営問難や経営破綻の結果として

されなければならないということであった。明治31年以降の綿糸相場の

低落(向年10月の暴落を含めて〉を紡績業の経営閤難や経営破綻の結果とし

て把握するということには，この碕期の綿糸棺場の低落は海外および囲内の
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綿糸需要に対してたんに綿糸が過剰に生産されたために生じたものではな

い，ということが含意されている問。つまり，この綿糸相場の器落は紡績業

における「過剰生産Jの結果であったわけで、はあるが，その「過剰生産Jが

現実に商品の過剰として顕在化し倍格の急落をひきおこしにいたった前提に

は借入金への依存と，過度の設備投資にもとづく結績資本の拡大再生産過程

の行きづまり一ーまだ全面的なそれではないが一ーを意味する勅績会社の経

営函難と破綻があったということ，そういう意味でこの綿糸相場の急落は紡

緩業における「過剰生産恐慌」の具体的表現形態であったということがここ

では肝要なのである o j戦後第 1次恐慌の性格をどう把握するかについては，

第2次恐斑および戦後恐慌期の織物業の動舟との対比ないし関連において最

終的な見透しが与えられることになるが，さしあたりわれわれはまずこの点

をここで確認しておきたし、。

ところで，以上のように明治31年 3月以降の綿糸相場の急落は収益率の抵

下と金融逼迫・金利高騰によって生じた紡績業の経営関難と破続の結果であ

ったと基本的には捉えられなければならないが，しかしその経営困難と破

続を惹起した直接的要因である明治31年上半期の金融逼迫・金利高騰は，さ

きに詳細に検討したように，直接的には不作による米の輸入量の激増にもと

づく輸入超過の急進と正貨流出の急増によってひきおこされたものであっ

た。生糸輸出の減少による輸出貿易の不振も一国ではあったが，まだこの時

点ではそれは副次的な意味しかもっていなかったのである O もちろん，戦後

の企業勃興期において奪{多品，生産資材，繰綿等の輸入の増進によってほと

んど恒常的な輸入超過を示していて，それが戦勝によって獲得した償金を急

いつぶし間接的に金融市場に庄迫を加える作用なおよぼしたことを

見落してはならなし、。しかし， 31年上半期の金融逼迫・金利高騰はたんにそ

うした企業勃興・資本家的企業の展開iこともなう輸入超過や，同じ事情から

する貸付資本に対する需要の増大や，あるし、i主また「戦後経営」にともなう

政府の財政資金需要の増大などによってもたらされたものではなかったので

あるつ明治31年上半期の金融逼追・金利高騰が直接的に ともなう米
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の輸入量の激増にもとづく輸入超過の急進と正貨流出の急増に由来するもの

であったということ 70)は，この金融逼迫・金利高騰が白木資本主義にとって

はいわば偶然的な事需により強く規定されて生じたものであったことを意味

する O つまり，それは，綿糸紡韻業を中心とする好況期におけ資本の拡大再

生産過程の急速な進行それ自身の生みだしたものとはまだ必ずしもいえない

性質のものであったのである O そして，この点は，この時期の結緩業の経営

破続はなお部分的なそれにとどまり，恐、協は紡績業をもなお全面的に捉えた

ものではなかったというさきに指摘した点，および「過剰生産jに対処して

とられた紡連の操業短縮決議も短期間で有名無実となったと L、う事実などと

あいまって，戦後第 1次恐慌の性格を規定するにあたって重要な論点をかた

ちづくるものとみなければならなし、。なぜなら，最終的見透Lは以下に分析

する戦後第2次恐慌との対比において与えられるとはし、ぇ，以上の諸点は，

戦後第 1次恐協は戦後第 2次恐慌に必然的に連絡する，あるいはせざるをえ

ない，資本の生産過程の外部の偶然的要閣に強く規定されて生じたところ

の，部分的で過渡的な性格の恐慌にほかならなかったことを示すものといっ

てよいからである O

1) Ii第十三次農商務統計表Jipp.326-327 

2) 11日本貿易統計JiCIi横浜市史J資料続二〉所裁の繰綿輸入量および総入価額より

算出。

3) U新報J第10号(明治29・2・15)1"紡績業に於げる収誌の激増j

4) 新報J第53号(明治30・5・5)1"棉花の勝賞J，1"綿糸の騰長J参照。

5) 11新卒IU第56号(明治30・6・5)1"紡撲糸の輸出益々 活発なりJ

6) 当時のインド紡績労働者数は15万人弱であるからこれを紡績労働者の逃走者数と

みては実情にあわない。織布工その他一般労働者を含むものとすべきであろう

が，しかしとくにこの数字にこだわる必要もないであろう。

7) Ii新報』第40号(明治30・1・25)1"孟支の黒死病と紡緩業J

8) Ii新報J第46号(明治30・2・25)1"孟震に於ける工業中止の諸報J

9) 11雑誌J第888号〔明治30・8・7)1"綿糸貿易と上海為替」

10) 同館副第907号(明治30・12・18)

11) r明治三十年臼本銀行統計年報J〔F金融史資料 19)p.287 

12) 11雑誌j第907号〈刻治30・12・18)1"大阪の金激J
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13) U雑誌J第905号〈明治30・12・4)I大阪糸終木綿取引所商況J(以下「取引所商

況Jと略す〕

14) 雑誌j第907号(明治30・12・18) I取引所溺況j

15)以上の経過について詳くは庄司乙吉 F紡績操業短縮史j)pp. 14-25参照。

16)向上 p. 15 

17)同上 p.23 

18) 雑誌J第百12号ー(明治31・1・22) I大阪の金融」

19) 雑誌J第919号(明治31・3・19) I取引所弱況」

20) 雑誌j第924号(明治31・4・23)

21) 雑誌J第ち28号(明治31・5・21)

22) 雑誌j第932号〈明治31・6・18)

23) 了雑誌J第936号 CIJFl治31・7・16)

24) 雑誌J第940号〔明治31・8・20)

25) 線誌巴i第946号(明治31・9・24)

26) 雑誌J第951号(朔治31・10・29)

27) 雑誌J第955li予(賢治31・11・26)

28)原綿価格の低務をここでは「副次的要問」とみておいたが，これは綿糸価格の低

溶を原因として軽視してよいということではない。周知のごとく，わが国におい

ては輸入京掃の国際価格が局内の綿糸価格を規制する傾向が強しこうした棉糸

相場の棉花相場への追随性(この点は前掲第3. 4図の綿糸相場的線と輸入繰綿

{出i終曲線からも知られる〉はわが国紡績業の基本的性格の一つ(外留棉花市場に

対する受動的性格)を示すものとして注gされなければならない(名和統一 lil'l

pp.267-271参照〉。ただし，これはあくまでもわが

沼紡綴業の基本的性格をみる場合に霊安な論点をなすものであって，国内の綿糸

相場が第一義的にないしは常に綿花相場によって決定されることを意味するもの

ではけっしてない。綿糸相場の変動はなによりもまずわが国紡績資本の運動との

内的i夜間において把握されねばならず，綿花相場の変動もかかる運動機擦を媒介

にして綿糸相場に影響を与えるものと捉えられなければならないのである。われ

われが原棉価絡の低落を「副次的要因Jとしたのはこのような意味あいにおいて

である。

29)こうした設問にもとづいてその原因を採求した最初の研究は大島清氏のそれであ

る(大島・前掲苦言 pp.177-182参照〉。ただし大島氏はそれを庄司乙吉 T紡績操業

の記述に依拠して明治31年10月の綿糸相場の「暴落J Cこの点前記「取

引所商況J10月の袈を参照)にのみ関連させており不十分含まぬがれない。庄司

氏によれば，綿糸相場は「秋米漸落の歩調を;@りJCp.27) 10月にいたって暴落

したとされているのであるが，官Ii述のように綿糸相場は31幸子3月以降急落の一途
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をたどっているのであって，問題は10月の相場の暴落のみにあるのではなく，こ

の3月以降の根湯の低落の涼因をどう把握するかにあるといわねばならない。の

ちに検討するように(注60)，氏がさきの設問に対して十分な解答をあたえていな

いことの原図の一つは，この3月以降の綴糸相場の低落という事実を看過してい

る点にあるように忠われる。

30)古島敏雄・前掲論文 pp.201-202参照。

31)絹JII太一 F本邦綿糸紡績史J第6宅金 p.324参照。

32)向上 pp.324-325参照。

33) u雑誌』第918号(拐治31・3・12) i紡績業の運転資本J

34)前述の勧業銀行への「答申Jは「一万錘工場普遜の場合にありでは磁定資本の三

部長日ち十万丹官官後にて営業し得るものとせば比の標準以下は手形発行製品抵当等

の方法に依らざるを得ず，然れども若し原綿の見込貿糸価暴落等のため製品停滞

せる場合にありでは以上の標準を以て律すべからずして特に手形発行の方法に出

るを要する」と述べている守新報』第89号〈明治31・5・15>i紡緩業者の答申J)

35) u雑誌J第936号(明治31・7・16) i阪地紡績会社営業成績j

36)古島敏雄・前掲論文 p.190 

37)大江志乃夫 iu日本資本主義の確立Jをめぐっての覚え番J(u歴史学研究1No. 

276) p.49 

38)-39)高村直劾「企業勃興期における紡績業の構造J (u史学雑誌J第72巻 8-9

号〉参照。

40)前掲 u*邦綿糸紡績史J第6巻 p.325 

41) u新報J第51号〈明治30・4・15)i石炭の現状及共将来J

42) u新報』第52号〔明治30・4・25) i船舶運賃の騰貴及其原因J

43)向上， i鰐船の欠乏と曳船事業j

44) u新報J第51号(前掲〉

45)向上， i筑豊石炭の産出及輸出高」

46)滝沢直七・前掲蓄 p.444

47)鉱山懇話会縞「臼本鉱業発達史J中巻 p.174

48)-49)向上 p. 188の茨による。

50)明治30年の筑豊炭田の出炭高は272万トン(高野江基太郎 F筑豊炭砿誌0::p.3)で

全国出炭高の52.%を占める。また同年の出炭;高中国内消費高は 195万トン〈河上

p. 129.ただし斤をトンに換算〉でこれは全国消費高の41.96'にあたる。

51) u新報J第51号(前掲〉

52)もちろん筑豊石炭業においても明治20王手代以降中央大資本の進出，地場資本の生

長によって排水，遂搬の機械化をや心とする近代化が進行していた。しかし，明

治30年の調査(高野江・前掲予言〉からおおまかな計算をすれば稼行炭比 101坑の
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ことをここからー感知りうるのであるが I敢引所商況jの記述にしたがえ

ば，それは金融逼迫にもとづく資金の欠乏ないし資金調達難からする紡績会

社の定期市場・現物市場への綿糸の投げ売り・見切り売りによるものであっ

た。 I高況」ではこの点は他の諸原因と並列的におかれ付随的原因であるか

のごとく記述されているのであるが，むしろこの点にこそその主因があった

とすべきなのである O それは，たんに「商況Jのあげる他の諸原因が前述の

ごとく説明の根拠としては必ずしも十分のものとはいえないという消極的理

由によるものではなし、。金融逼迫・金利高騰期に綿糸相場が下降に転じたと

いう上に指摘した事実もその積極的理由のーっとなるのであるが，たんにそ

れにとどまらず，この綿糸穏場の低落は戦後好現期に蓄積された日本資本主

義の諸矛居がこの時点で綿糸紡績業に集約的に顕在化したことを示す具体的

表現にほかならなかった，とわれわれは考えるからである。以下この点を明

らかにしよう。

わが国の綿糸紡績業が明治20年頃から27年頃までのいわゆる「紡績勃興時

代J~ど経て日清戦後の好況期に入り，そこでさらに飛躍的発展をとげたこと

についてはすでにみたが，この間の紡績業の発渓=ニ紡績資本の再生産過程の

拡張は，周知のごとく，たとえば「紡綴勃興時代jの特徴のーっとして紡績

諸会社が「多額の配当に焦せって積立金を等闘に附しJ I国定資産の毘額な

るに応じて払込金額を増加すべく試み」ず「社憤及借入金の洛大を来た」し

た点があげらているように31)運転資金の大部分を借入金に依存することによ

って実現をみたものであった。紡績会社の資本構成はしたがってきわめて脆

弱であり，明治27年上半期の紡績32社の固定資産 1，230万円に対し払込資本

金は1，142万円にすぎ、ず社債借入金は668万円におよんでいた32)。事態;土日清

戦後好況後の紡績会社についても同様であり，明治30年下半期の紡績会社の

「資金総額J(払込資本金・積立金 e社管)29，607，796円， 内[

(土地家屋・器械等)25，822，031凡「運転資本J3，785，765円で33)， 

本Jと「運転資本jの比は 7:1であったが，明治 31年日

資をうけるにあたって大阪地方の紡績業者が同行の質問に対して行った
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第 10表 1万鐙紡績工場の「固定資本Jと「運転資本」

回定資本 運転 資本

円 円
建 築 費 60，000 原 棉 代 偲 (40自分〉 60，000 

地所代悩 6，500 

認械代金 250，000 I1 l滋工食銀(Iカ月分〉 3，500 

諾掛物 (5 日分〉 8，000 

製糸売勝代金 (10EI分〉 20，000 

330，000 :5t 98，000 

{rfil:考: の文中の数字より作成。

によれば 1万鐸紡績工場の設立，運営のために必要な資本金，および

その構成は第10表のごとくで， I運転資本Jは「固定資本Jのほぼ 3割が適

正とされていたから，不足分はすべて銀行その他の借入金に依存していたわ

けである問。大阪地方についていえば「平野・摂津・岸和田其他一二の紡績

会社主f除くの外は療料の畏入，戦工の仕払金等運転資金は勿論，回定資金の

一部すら借入金を以て充用し，35)ていたのである。

紡績会社の大部分が運転資金はもちろん設備資金の一部をも銀行からの借

入金に依存することによって好況期の資本蓄積念押し進めてきたということ

は，たんに紡績会社の経営方針にもとづくものではなく，当該段階の日本資

おかれていた歴史的地位からみて必然的な資本蓄積のー形態、を示す

ものであった。すなわち，後進国日本の綿糸紡績業は当初から間内市場にお

けるイギリス綿糸，インド綿糸との競争の必要上大規模の機械命Ij工場工業と

して出発する以外にはその発展の途はとざされており，資本蓄積の低位から

してそれは必然的に劫績業の企業形態を株式会社の形態、たらしめざるをえな

かったのであるが，盟内市場さらには海外(とくに清国〉市場において紡績業

とのきびしい競争関係の下におかれてし、た日本結績業にとっては，株

式会社制度なもってしても資本の調達は必らずしも容易ではなかった。その

場合主要な投資者はいうまでもなく華族・商人・地主であったが，すでに指
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摘されているとおり，同一投資者が各紡績会社に分散投資する{頃向が強く 36)

投資もしたがって零結にならざるをえず，かっその投資岳体きわめて浮動性

むものであった的。「多額の記当に焦って積立金を等閑に閉した」のも

ための増資を実現するために最初の投資者を企業の側に吸引

しておく必要性があったからである38)。大規模経営実現のための株式を通じ

ての資本調達が必ずしも十分でなかったというこうした事t奇は，華抜@商人@

地主の資金の多くが銀行の貸付資本に転化していったといういま一つの事情

とあいまって，紡績会社の銀行への依存農を強めていったのである。そしてラ

それは紡績会社と埠花@綿糸商との間の信用関係の未成熟にもとづく

金の自己負担部分の増大によって，一層強まらざるをえなかった向。もちろ

んJ紡績勃照時代Jとの比較でいえば，日清戦後の好況が紡績会社の株式によ

る資本調達難をいちじるしく緩和したことは疑L、なし、。しかし，輸出産業的

性格を強めてきたこの時期の綿糸紡績業にとっては，海外市場における勅績

V ゲa

~ 
~ ~， 

出長にむすびっくこととなったのであ

び海外における日

の拡大がそこから要請されてくるとともに，圏内およ

の摺別資本間の競争もまたそうした方向を必然化

してきたのである O かくて，戦後好況期における紡績資本の再生産過程の拡

も， J翠転資金を場令によっては設備資金の一部をも銀行その他に依存しつ

つ自己資本はほとんどすべて設嬬投資にふりむけると L、う形態をもって進行

したのであった。紡績会社の資本構成の時弱性は，こうした後進国日一本の綿

とっていわば必然的な資本蓄積形態の所産にほかならなかったの

である O

ところで，紡績会社の資本構成が脆弱であり銀行への依存度がきわめて高

かったということは，新績会社の金利負担を大ならしめることとなり，

の金手Ijが純益金の 4割以上に相当してL もとづいて紡綴会社が

了断最上に於て大股に常業しつつあJったとする明治27年上半期についての

そのまま戦後好況期の紡績会社にもあてはまるものであった。そ

の 日するかぎり，日清戦後においても日本紡績業は資本家的経営とし
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ての合理的で、安定的な基礎の上に立っていなかったといってよ L、。 ただ，

好況期にあって高利i簡が保証されるかぎりこうした金利負担も紡績会社にと

っては必ずしも過大ではなかったのであって，そうした条件のもとでは，

転資金を全面的に銀行その他に依存しつつ生産規模を拡張し，園内市場にお

けるシL アを拡大しつつさらに海外に進出する方が，紡績会社にとってはむ

しろ合理的な経営方法であったことを見忘わすれてはならないのである O し

かし，そうした経営方法は金融逼迫・金利騰貴が生ずるとともにただちにゆ

きづまらざるをえない必然性をもつものであった。

明治31年 3月以降の綿糸相場低落の原田は，なによりもまず以上の好況期

における紡績資本の拡大再生産過程の特質との関連で究明されねばならない

が，それとともに31年上半期に特徴的ないま一つの経済現象も見落しではな

らなし、。それは日本資本主義の発展の肢行性にもとづく石炭価格の騰貴であ

るO

前掲第4~惑にみるとおり勅績工場用 1 万ポンド当お炭価格は明治30年 4 月

25丹88銭 7月27丹99銭， 10月30丹79銭， 31年 1月33円14銭 4月33円90銭

と急速に騰貴しており，明治29年の平均価格が16内30銭であったことを思え

ば，明治30年下半期から翌年上半期にかけての炭錨の騰貴がし、かにはげしい

ものであったかが知られよう。この炭価騰貴は (1)I船舶運賃の騰貴」と (2)

「需要供給権衡を失せしことj とによるものであった41)0 (1)の康問としてf東

洋経済新報Jは，物価および船員賃銀の騰貴，解氷にともなうロシヤ・北清

への海上輸送の急増，航海奨励法による台湾・揚子江航路の開設など 6点を

指摘している42)0 この運賃騰貴も，たとえば i一昨年中〔明治22年〕設立認可を

得たる関西曳船会社に於ても資本金百万丹を投し従来の曳舶に五六倍したる

六十馬力の汽船数鰻と運搬用の達摩船三百余鰻を新造し其株式は多く石炭を

消費する諸会社より募集し其応募の多寡に}芯し低価の運賃を以て石炭

を特約するの計画を立て既に向地方の紡績製糸会社等にし

るもの二十社以上に及」んだという記事43)もあるとおり，た

大きく作用したであろうが，ぷ7η 国は，f炭{面の暴穏を来し石炭の欠乏
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くるに杢りたるは其供給の減少したるにあらすして其需要棋に増加し供

給に対し権衡を失したるに在り J4めまたは「石炭の騰貴は……船舶不足にし

るとに困るものありと躍も大鉢上其需要の増加に留るへきや疑

なきなり J45)とされているように， (2)の石炭需給関係の不均衡にあった。

石炭業は日清戦後の企業勃興期に鉄道・銀行・紡績業についで顕著な躍進

をとげた産業部門で、ある O 明治27年から29年までの 3年間に会社数は9社か

ら17社へ，払込資本金は97.4万円から950.0万円へと激増し 46)石炭産出高も

この間に426.8万トンから501ρ万トンに治大している47)。この石炭業の発展

は一つには輸出の増進によるものであったカ勺主として石炭の園内消費量が

この時期にいちじるしく増大したことにもとづくものであった。たとえば明

治30年の輪出高は211.9万トンで明治26年の約1.5倍となっているのに対し，

圏内消費量(船舶，鉄道，工場，製塩用炭の合計〉は174.5万トンから475.4

万トンへと約 2.7倍に増大しているのである48)。そして，この菌内消費にお

いてな，たとえば明治20年代前半では20-30%にすぎなかった工場用万炭消

費量が28年に50%をこえ30年には53克， 31年には58%と増加している49)こと

に示されているように，工場用の石炭消費のいちじるしい増進がみられたこ

とがこの時期の特徴となっているのである O しかし，こうした発畏にもかか

わらず¥たとえば全国出炭高の過半数を占め園内需要の多くをまかなってい

罰則について「筑豊地方に於ける数多小炭坑の資本は日歩 5銭を持

らざる高利の資金なるが故に採揖高を増さんと欲するも護かに目的を達し難

き事情あり故に大資本家出でて大に炭坑の事業を拡張し採掘高を増すにあら

ざれ:i供給をして需要に副はしなること能はすJ5!)と報告されているように，

炭坑の倒的部分が問屋@高利貸資本に従揺する零細な個人企業からなりた

っていた52)当時にあってi工，出炭量の増加には大きな限界があり，石炭需要

だちに工場周炭価の急騰となって現われざるをえなかったのであ

った。その意味で，この時期の炭価の高騰は日本資本主義の肢行的発展の所

tまかならなかったのである O

ところで，この明治30年から31年上半期にかけての炭舗の高騰は，紡績会
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社の経営をいちじるしく圧迫した53)。とくにここでは炭価の上昇がピーグに

した 31年 4-5月が金融逼迫・金利高騰のもっともはげしい時期であった

ということに注目したい〔前掲第4凶，第5図参照〉。つまり，炭価騰資によっ

て紡績会社の収益率が抵下しつつあったまさにその時に，

追・金利高騰という事態に直面することとなったのである O そしてこ

率の低下は明治30年以降の賃銀騰貴によっても促がされたことはほぼ疑いな

第 11表主要紡績会校の収支および配当率
(単位:円，円以下切捨)

明 治 29年 明治 30年 明治 31生存

上 下 上 一下 上 下

a 1，739，345 1，654，629 1， 706，414 1，785，212 
大

1，642，845 I1 1，82ヨ，140

阪
b 1，577，482 1，513，694 1，553，345 1，578，167 1， 742，404 1， 747 ，026 

紡
c 161，862 140，935 153，069 64，678 86，735 38，185 

d 1.5 1.5 1，5 0.7 0.7 0.4 

a ワ ワ ワ ワ ワ ワ
鐘

b ワ ワ ワ ワ ワ ワ
淵

紡
c 142，398 53，228 167，068 201，478 140，292 15，33:5 

d 1.0 1.0 1.2 1.2 1.0 O 

思
a 871，153 807，792 972，103 911.198 1，20:5，203 1，211，094 

崎
b 783，283 733，936 871，850 858.151 1，103，890 1，134，630 

紡
c 87，870 73，856 100，252 53.047 101，312 64，667 

d 1.8 1.5 1.5 0.6 1.0 0.7 

a 482，219 487，353 534，514 459，324 693，981 357，492 

b 211，259 239，892 285，071 311，194 493，974 257，220 
主主

紡
c 216，940 247，401 249，443 148，130 199，927 82，272 

d 1.8 2.0 2.0 1.6 1.6 1.2 

念
a 111，813 159，170 176，798 174，419 142，8:52 

敷
b 68，701 96，152 121，617 123，948 118，331 133，0ヲ1

紡
C 43，120 63，017 55，181 21，864 56，088 9，760 

d 1.6 1.8 1.6 0.6 1.5 0.4 

備考 (1) a )反入小計， b支出小計 c差引損益， d 

(2) U繊維j上 Cli現代日本産業発達史jXI) pp. 204-205より引用.
(原資料は各社「考課状Jおよび「営業報告J)
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ぃ54)。ともかく，第11表にみるとおり，比較的安定した基礎にたっていた大

紡績会社におし、ても，明治31年上半期には前年同期に比し収益が減少してい

る会社が多く，記当率は軒並低下しているのであり，そしてそれは収入減よ

りも支出増に主たる探閣があったことがこ

である O

らある程度うかがすつれるの

以上のようにみてくれば，明治31年上半期i二紡績会社の経営がどのような

状態、にあり，綿糸の投げ売りがどうして生ぜざるをえなかったが理解されよ

う。炭価・賃銀騰貴による収益率の低下が一方にある時に，金融逼迫・金利

高騰によって過大なる金利負担が紡績会社の経営に一挙に重圧を加えるとと

もに，紡績会社は資金調達の道をとざされることとなったのであり，

社は「措入金の利子と元金の返還督促に責めたてられ，余犠なく製糸の投げ

売りをなJ55)ずか，あるL、はまた「総じて資金に欠乏を感じ， 震料棉花， 万

炭の貫入，職工の賃銀仕すムに窮するより， 安直に拘らず続々投売をな '56)さ

ざるをえなかったのである 57)。年初以来輸出が増進しつつあったにもかかわ

らず¥綿糸相場が31年 3月から(それ以前でも以後でもなく〕下落に転じたのは

まさにこのためで、あり，そして，この投げ売り(これは経営基盤の不安定な弱IJ、

会社からまずはじまったであろう〉による糸価の低落が，紡績会社の経営をさら

に困難におとしいれ投げ売りをさらに促進するという悪循環を通して糸価の

低落をいっそうはげしいものにしていったとみなければならないのである O

もちろん，綿糸相場の低落がこうした事構からのみ生じたとみてはおそらく

正しくないであろう。それには前述のように圏内における綿糸需要の減退も

作用をおよぼしていたで、あろうし，とくに明治31年下半期にはいって不況が

一般化した段階ではそれは大きな意味をもっていたと考えてよし、。そこでは

石炭価格は急落し58¥ 金利も低下しているのである(前掲第4図，第5図参照〉。

あるいはまた，輸出が増進しつつあったとはいえ清閣における自国綿糸に対

する課税法の改正などの影響で綿糸生産高の増大〈前掲第3図参照〉

るほどの輸出増がみられなかったことなども影響していたかも知れない。し

かし，明治 31年 10月の相場の暴落にかんしても「需要供給の不均衡ょっし



120 (192) 経済学研究第16巻第2号

て，紡績会社の投売をなすの止む得ざり 「国より主国なるに相違なJし

とされているように59)，これらの事情も結局は前述の悪循環の速度をはやめ

るかたちを通じて糸価の暴落に帰結したとみなければならないのである向。

第 12表 i戦後第1次恐慌期の綿糸紡績業の経営動向 (単位:円〉

明 治 30 年 明治 31 年

上 下 上 下

資本総額 39，611，780 43，011，780 46，453，730 44，904，430 

払 込 資 本 28，811，476 30，686，476 32，500，226 33，651，197 

車道 益 金 2，489，808 1，274，660 1，701，163 776，322 

積 立 金 757，100 299，683 613，249 257，274 

配 さ当 金 1，388，678 852，551 811，565 403，850 

1社平均純益 46，108 20，232 25，341 11，782 

同 積立金 14，020 3，963 9，153 3，898 

同 配当金 25，716 13，533 I 12，115 6，119 

自己 ?二、1ゴF 率 1.13 0.5 0.4 0.2 

備考 r東洋経済新報J第119号による。

明治31年 3月から下降に転じた綿糸相場は，ともかくこうして下落の一途

をたどり，同年10月には80円台を大きく割り 2月に比し20円方価格は低落し

た。かくして， 31年第2・四半期から下半期にかけて綿糸紡綴業は再業苦境

に立つこととなった。第12表にみるように紡綴会社の経営内容は明治30年 F

ら全体として悪化L， 31年下半期には 1社平均純益金，積立金，配当

金は30年上半期の弘に減少し配当率も大幅に低落している。第 13表は明

治28年以降の各紡績会社の 1鍾当平均利話金の推移を示したものである 61)。

紡緩会社を全部網羅しているわけて、なく，かつ時期的にも会社別にも不明の

部分が多いのであるが，明治28年から30年上半期にかけて好調を持続した紡

績会社が最初の苦境に立った30年下半期にはじめて欠損会社 (7社〉を出し，

31年上半期にさらにそれが増加 (9社〉している ることヵ:で、きょう。

そして， 31年下半期にいたって欠損会社は急増したのである o 1錘当平均利
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備考:(1) マ東洋a済新報J第 44号，務 63号，第81号，第100"'予，第156号より紛議会主tの運転綾数〔関

治31年基準〉規模別に配列さとかえて作成(巡総録数11W第十五次農商務校計表』による)。

約 九 475錘以ヒ， B-3万鐙以上 4万主主以下， C-2万録以上 3万縫以下. D-l万縫以上

2万錘以下， E-1万鐙以ド(~?r 群 i巧の配列 l土運転童童数の級序による〉。
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欠 損 金

3万円以上

2 万汚~3 万円

1 万円~2万円

5 千円~l 万円

5千円以下

経済学研究 第 16巻第2号

明治 31年下半期の欠損会社

紡 演 会 社 名

三池(C)，久留米 e 泉州(以上D)，平安・味野・河川'1・日本
細糸(以上E)

日本(A)，天満(C)，伏見・富士・販路〔以上D)，京都・播
馬主・熊本〈以上芯)

和歌山(D)，~言問・播陽・中国・議絞・淡路・大和・一宮
伊予・阿波・笠岡〔以上E)

大阪撚糸・広島・備前・和歌山織布・西大寺・
上E)

上海・津島(以上D)，松山・三島・下村(以上E)

(以

備考: ω 
ω 

『東洋経済新報J第111号より作成。

カツコ内の記号は第13表の慕添にしたがい運転録数の規模を示したも

の。

益金の31年下半期の分は不明なのでこの表からは知りえないが，第14表にこ

の点は示されている O すなわち， 31年下半期の欠損会社は37社(全紡議会社の

50，%) ，うち26社は 1万円以上の欠損となっている。欠損金は合計 929，261円

であった62)。そして欠損会社37社のうち 1万鍾以下の会社は26社 (70，9.ので，

戦後好況期に族生した弱小会社のなかから，当然、のこととはし、え，欠損会社

をど多数生み出しているのである O 欠損金を出さなかったとはいえ，大規模会

社においても31年下半期に収益が急減していることは前掲第11表にみるとお

りである O こうして綿糸相場が下降に転じた明治31主f3月以降経営に破綻合

きたした紡績会社も現われ， 4月10日平野紡績会社l土野田紡績会社の全部買

i棋を可決し， 8月 5日には浪華航綴会社が， 9月25日には朝日紡績会社がそ

れぞれ解散を決議した63)0

もっとも，収益は絶対的には低下しても比較的安定した経営基盤に立って

紡績会社の場合には事情は自から臭っていたのであって， 『東京経演雑誌J

は大阪地方の紡績会社について極端な経営内容の悪化をきたした会社との比

較においてそれをつぎのように報じている向。

日平野， 摂津，岸和田主主他一二の紡演会社を除くの外は原料の主主入，
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転資金i工勿論，国定資金の一部ずら{昔入金を以て充用し居れるを以て，金融逼迫，金利

昂騰の折柄，之れが利子の仕払のみにでも多額:を姿し，綿糸低落の強失金と利子の{土払

と再々招待って其欠携を高め，今は会社の綾持ずら図雲監を感ず、るに至りしもの少なから

ず，就中欠損の甚だしきは天満，車B El，浪花，福島等の各紡療にして，三万円7J~乏十数

万円の欠損に及び，天満紡績の如き前年紡擦株の流行せし際は二十五円の券関のもの八

十四丹に騰貴し，浪花紡績株は一円の権利株tこて三十八丹となりしものなるに，今は天

満(五十円払込〉浪花(四十円払込〉雨林共僅かに一円にずら資手なきにきさり，朝日紡

演亦た此程公売に附せしに入札者少なく，一株二十五月払込を僅か十銭より 1-五銭にて

役員筋に落札したるが如き惨状に焔り，主主他尽本紡績，明治，河川等何れも欠損あり，

只同地にて欠損を免れしは泉州，岸和田，平野，摂津，大百五，尼ケ略号事の各紡緩会社に

して，殊に平野，摂津は二十万円，岸和田は十万円以上の利益あるを以て多額の積立金

をなし，猶ほこ割の配当をなし得ベき予定なるよし，市かも多数同業者か損失を重ぬる

間に処して平野，摂津等が何故利益多額なるかと去ふiこ，右両社の如きは数十万円の積

立金あるを以て翠も金激遥迫の影響を感ぜず，却って銀行利子のヨi上に依り預金利子の

収入を増し，原料綿花井に石炭の如きも他の紡援会社は資金に窮し約束手形を以て割高

にも拘らず之~ßl入れJ主つ銀行へ抵当となし殆んど二震の利子を支払ふ計算となるに右

両社は現金を以て割安なるものを購入し，叉た其製糸も他の会社は普通工費の外銀行利

子を見積りて之に盛懸けざるを得ざるも，両社は其必要なきを以て自然他会社の製糸に

比し割安にて売却し得るの便利あるより篭も現品の停滞に苦しむ如きこと之れなく，却

って{也の不況か自家の好都合となり以て斯くは好成績を援する次第なりと云ふ.... 

、-
L- の Flから31年 6月墳の状況を報じたものとみて

よいから，それ以後綿糸相場が一躍抵落した10月前後についてもはたしてそ

のままあてはまるかどうかは疑わしいが，つぎにみるとおり， 31年10月紡績

連合会加盟会社中から夜業休止案が出されたとき摂津，平野各紡績会社は積

額的に賛成の態度を表現していないのであって，これら諸会社の場合には31

年下半期においても他会社の苦境からはほど遠い位寵にあったとみることが

できる向。そういう意味で，戦後第 1次恐慌は綿糸紡績業においてもっとも

:土げしかっTことはし、 もなお全面的にとらえたもので、はなかったの

である。



124(196) 経済学研究第 16巻第2~.

綿糸相場が最低におちこんだ10月以後中国地方の紡績会社から夜業休止運

動が起り， 11月2日17社連署の夜業休止，輸出奨励にかんする

に提出され，同月四日の紡連臨時総会で審議されたが，摂津，平野，尼崎各

紡績会社は基本的には反対の立場に立ち，さらに尾張紡績(奥白IE呑〉は「紡

績業は今や進歩中にあるものにして……輸出は17万俵に達し前年に比し著

しき増額なり，去れば一時の不科益の為めに生産を減ずるが如きは以ての外

なり，況んや科益ある会社をも誘ふて之れを自己の渦中に投せんとするに於

ておや，若し夫れ損失をなすものあらば随意に休業すベし，多数の決議に従

はしむるは不同意、なり J66)と強硬に反対日7)輸出奨励金下付議願の件につい

ては委員を選出して実行に移すこととなったが (32年7fJ紡速と横浜正金銀行と

の問に300万円を限度とし輪出線糸・線織物の持儲8割の資金融通をとりきめた約定警が

交わされた)，夜業休止案は結局採択されずたんに 32年 1月以降 1カ月 4

の休業を決議したにとどまった。しかしこの決議も 2月にはほとんど有名

無実となったのである問。

以上，われわれは明治29年-31年の綿糸相場の変動を手掛りにお清戦後の

女子況期に罷進的発展をとげた綿糸紡績業がどのような原菌によって，第 1次

恐慌期に二度にわたる苦境と経営国難におちいるにいたったかを検討してき

た。そこで明らかにされた点は，明治30年末の最初の苦境は金本位制採用と

いう勧績業にとっては外部的，偶然的原困によっておこった対清綿糸輸出の

激減によるものであったが， 31年 3月以降のそれは好況捕に紡績業の内部に

されてきた矛盾(経営破綻の潜在的百T能性〉が日本資本主義の敏行的発

展の所産たる石炭価格の騰貴や賃銀騰貴によって促追され金融逗is.金利高

して一挙に顕在化したことによるものであり， 31年 3月以降の綿糸

相場の低落は基本的にはそうした紡績業の経営困難や経営破綻の結果として

把握されなければならないということであったc 明治31年以降の綿糸相場の

低落(悶年10月の暴落を含めて〉を紡績業の経営困難や経営破綻の結果と L

て把握するということには，この時期の綿糸相場の低落は海外および園内の
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綿糸需要に対してたんに綿糸が過剰に生産されたために生じたものではな

い，ということが合意されている問。つまり，この綿糸相場の抵落は紡績業

における「過剰生産Jの結果であったわけで、はあるが，その「過剰生産」が

現実に商品の過剰として顕在化し倍格の急落をひきおこしにいたった前提に

は借入金への依存と，過度の設備投資にもとづく杭績資本の拡大再生産過程

の行きづまりーーまだ全自的なそれではなし、が一ーを意味する紡績会社の経

営困難と破綻があったということ，そういう意、味でこの綿糸相場の急落は紡

績業における「過剰生産恐環Jの具体的表現形態であったということがここ

では肝要なのである O 戦後第 1次恐慌の性格をどう把握するかについては，

第 2次恐慌および戦後恐慌期の織物業の動向との対比ないし関連において最

終的な見透しが与えられることになるが，さしあたりわれわれはまずこの点

をここで確認しておきたい。

ところで，以上のように明治31年 3月以降の綿糸栢場の急落は収益率の低

下と金融逼迫・金利高騰によって生じた紡績業の経営困難と破綻の結果であ

ったと基本的には捉えられなければならないが，しかしその経営問難と破

綻を惹起した直接的要因である明治31年上半期の金融逼迫・金利高騰は，さ

きに詳細に検討したように，直接的には不作による米の輸入量の激増にもと

づく輸入超過の急進と正貨流出の急増によってひきおこされたものであっ

た。生糸輸出の減少による輸出貿易の不振も一国ではあったが，まだこの時

点ではそれは副次的な意味しかもっていなかったのである。もちろん，戦後

の企業勃興期において者{多品，生産資材，繰綿等の輸入の増進によってほと

んど恒常的な輸入超過を示していて，それが戦勝によって獲得した償金を急

速に喰いつぶし，間接的に金融市場にぽ迫を加える作用をおよぼしたことを

見落してはならなし、。しかし， 31年上半期の金融逼迫・金利高騰はたんにそ

うした企業勃興・資本家的企業の展開にともなう輸入超過や，同じ事情から

する貸付資本に対する需要の増大や，あるし、:土また「戦後経営」にともなう

政府の財政資金需要の増大などによってもたらされたものではなかったので

ある O 明治31年上半期の金融逼ie.金利高騰が底接的には不作にともなう米
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の輸入量の激増にもとづく輪入超過の急進と正貨流出の急増に由来するもの

であったということ70)は，この金融逼迫・金利高騰が日本資本主義にとって

U主し

する。つまり，それは，

より強く規定されて生じたものであったことを意味

中心とする の拡大再

したものとはまだ必ずしもいえない

性質のものであったのである O そして，この点は，この時期

お部分的なそれにとどまり， た
〉
げ
~

ものではなかったというさき

とら

に対処して

となったという どと

あいまって， 1 るにあたって をかた

ちづくるものとみなければならなL、。なぜなら，最終的見透 Lは以下に分析

する戦後第2次恐慌との対比において与えられるとはいえ，以上の諸点は，

1次恐慌は戦後第 2次恐慌に必然的に連結する，あるいはせざるをえ

ない，資本の生産過程の外部の偶然的要閣に強く規定されて生じたところ

の，部分的で過渡的な性格の恐慌にほかならなかったことを示すものといっ

てよいからである。

1) 

2) 臼木貿易統計J

算出。

pp.326-327 

資料編二〉所裁の繰綿輸入最および輸入価額より

3) 新卒fU第10号(明治29・2・15)I紡擦言葉に於げる収益の激増」

4) 新報』第53号〔明治30・5・5)I綿花の騰去をJ，I綿糸の騰資J参照。

5 )新報J第56号〔明治30・6・5)I紡績糸の翰出益々活発なりJ

6 )当時のインド紡績労働者数は15万人弱であるからこ と

みては実情にあわない。織布工その他一般労働者を含むものとすべきであろう

が，しかしとくにこの数字にこだわる必実もないであろう。

7) 同品目第40号(明治30・1・25)I設貨の黒死病と紡実業J

8) r新卒在J第46号〔明治30・2・25)I孟頁に於ける工業中止の諸報J

9) r雑誌J第888号(明治30・8・7)I綿糸叉~と上海為替J

10) r雑誌」第907号(明治30・12・18)I上海綿糸貿易の哀顔J

11) 了明治三十年日本銀行統計年 cr金融史資料 19)p.287 

12) r雑誌J第907号(明治30・12・18)I大阪の金融」
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13) 雑誌J第905号〔明治30・12・4)r大阪糸綿木綿取引所商況J(以下「取引所商

況」と略す〉

14) 了雑誌j第907号(明治30・12・18) r取引所商況J

15)以上の経過について詳くは庄司乙吉「紡綴操業短縮史jpp. 14-25参照。

16)向上 p. 15 

17)向上 p.23 

18) 音色J 努~912号(明治31 ・ 1 ・ 22) r大阪の金融」

19) 雑誌J第919号〔明治31・3・19) 「取引所商況」

20) 雑誌J第924号〈明治31・4・23)

21) 市誌J 第928~. (明治31・5・21)

22) "雑誌J第932号(明治31・6・18)

23) 雑言第936号〈拐治31・7・16)

24) 雑誌J第940号(初治31・8・20)

25) ~雑誌ご第946号(明治31 • 9・24)

26) 雑誌J第951号(明治31・10・29)

27) 雑誌J第955号(明治31・11・26)

28) 原稿悩格の低落をここでは「副次的~閤J とみておいたが，これは綿糸価格の低

i容を原因として軽視してよいということではない。周知のごとく，わが国におい

ては輸入原棉の国際術核が国内の綿糸価格を規制する傾向が強く，こうした綿糸

相場の棉花相場への追随性〔この点は前掲第3，4図の綿糸相場路線と輸入繰綿

価格曲線からも知られる〕はわが国紡績業の基本的性格の一つ〈外留棉花市場に

対する受動的性格〕を示すものとして注目されなければならない〈名和統一 f日

本紡讃業と原稿問題研究j pp. 267-271参照〕。ただし，これはあくまでもわが

国紡滋業の基本的性格をみる場合に重要な論点をなすものであって，圏内の綿糸

相場が第一義的にないしは常に綿花相場によって決定されることを意味するもの

ではけっしてない。綿糸相場の変動はなによりもまずわが題紡綴資本の運動との

内的i玄関において把握されねばならず，棉花相場の変動もかかる運動機構を媒介

にして綿糸相場に影響を与えるものと扱えられなければならないのである。われ

われが京橋価格の低洛を「副次的要因」としたのはこのような意味あいにおいて

て、ある。

29)こうした設問にもとづいてその原罰を探求した最初の研究は大島清氏のそれで、あ

る(大島・前掲審 pp.177-182参照〉。ただし大鳥氏はそれを庄司乙吉「紡績操業

短縮史」の記述に依拠して明治31年10月の綿糸相場の「是正落J(この点前記「取

引所商況J10月の項を参照〕にのみ関連させており不ト分をまぬがれなし、。庄司

氏によれば，綿糸相場は「秋来漸認の歩調を辿りJ(p.27) 10月にいたって暴落

したとされているのであるが，前述のように綿糸相場は31年3月以降急落の一途
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をたどっているので、あって，問題は10月の相場の薬務のみにあるのではなく，こ

の3Yi以降の相場の低落の原因をどう把援するかにあるといわねばならない。の

ちに検討するように〈注60)，氏がさきの設問に対して十分な解答をあたえていな

いことの原因の一つは，この3月以降の綿糸相場の低落という

る点にあるように思われる。

30)古島敏雄・前掲論文 pp.201-202参照。

31)絹Jf!太一『本邦綿糸紡緩史』第6巻 p.324参照。

32)向上 pp.324-325参照。

33) U雑誌J第918号〈明治31・3・12) r紡績業の運転資本」

してい

34)前述の勧業銀行への「答申J(土「一万鐙工場普通の場合にありでは函定資本の三

部即ち十万円前後にて営業し得るものとせば此の標準以下は手形発行製品抵当等

の方法に依らざるを得ず，然、れども宕し原綿の見込貿糸価暴落等のため製品停滞

せる場合にありては以上の様準を以て律すべからずして特に手形発行の方法に由

るを要する」と述べている(u新報J第89号く明治31・5・15>r紡績業者の答申J)

35) U雑誌』第936号(明治31・7・16) r阪地紡績会社営業成蹟J

36)古島敏雄・前掲論文 p.190 

37)大江志乃夫 rul3本資本主義の確立Jをめぐっての覚え黍J (u康史学研究~ No. 

276) p.49 

38)-39)高村直効「食業勃興期における紡績業の構造J(u史学雑誌J第72巻 8-9

号〉参照。

40)前掲 F本邦綿糸紡績史J第6巻 p.325

41) u新報』第51号(明治30・4・15)r石炭の現状及其将来J

42) u新報J第52号(明治30・4・25) r船船運賃の騰貴及共原因J

43)向上， r岩手船の欠乏と

44) u新報J第51号〔前掲〉

45)向上， r筑豊石炭の産出及輸出高J

46)滝沢夜七・前掲審 p.444

47)鉱山懇話会縞「日本鉱業発達史』中巻 p.174

48)-49)向上 p.188の表による O

50)明治30年の筑豊炭E日の出炭高は272万トン(高野江慕太郎 F筑農炭砿誌 p.3)で

全国出炭i誌の52，9.>'を占める。また同年の出炭高中閣内消費高ば 195万トン(向と

p.129.ただし斤をトンiこ換繁〉でこれは全国消費高の41.9.>'にあたる。

51) u新報J第51号(前掲〉

52) もちろん筑豊石炭業においても明治20年代以降中央大資本の進出，地場資本の生

長によって排水，運搬の機械化を中心とする近代化が進行していた。しかし，明

治30年の認査(高野江・前掲議〉からおおまかな計算をすれば稼行炭坑 101坑の
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うち坑夫 100人前後ないしそれ以下の小炭坑はほぼ5鰯を占め， 200人前後以下

の炭坑をとると約7割を占めており，これら中小炭坑の多くは問震・高利貸資本

より資金の供給をうけ低い技術段階のもとで納屋制度ないし周辺農村の窮迫差是民

の低賃銀労働に依拠しつつ採炭を行っていたので、ある。

53)炭{蕗の騰貴は明治29年末以降の現象で， 1万ポンド当 26円程度になっていた30年

4月においてすでに「船舶鉄道紡績会社等常に多額の石炭を使用する者の困難は

非常にして中にもや小資本工業者は事業の割合に石炭を要すること多きのみなら

ず英資入法等に就ても大会社に比して一般に高価を払はざるを得ざる等の事情よ

りして其困難殊に慈し」と報ぜられていた cr新報J第 52号<明治 30・4・25>

「炭価騰貴の影響J)。炭{却はその後も上昇の一途をたどり翌年3月には34円を超

えているのであって，紡績会社の経営関難をここから推愛すべきである。

54)紡績女工は賃銀は第41Z1でみたとおりこの間上昇の一途をたどっている。もっと

もこの賃銀上昇は，明治30年から31年上半期にかけての物館急騰期においては実

質賃銀の上昇をただちに意味するものではなし、。しかし，この賃銀騰貴が炭価の

騰愛とならんで紡績会社の収益に密接な関迷をもつものであったことは当時すで

に指檎されていた cr新報J第66号く明治30・9・15) r紡績業の利益」参照。も

っともこの記事が対象とした30年上半期には「燃料石炭又は資銀の騰素したる者

あるに拘らず」綿糸市況の好況によって紡綴会社は高収益をあげえたのであった

が〕。なお，明治31年上半期の炭価・賃金騰資の霊長饗については次演の出合参照。

55) Ir雑誌J第939号〈明治31・8・6) r大阪紡績雑狙J

56) r雑誌J第936号(明治31・7・16) r阪地紡演会社営業成蹟」

57) さきにかんたんにふれたように日本勧業銀行は政府の命令に従って31年 4尽から

大阪工業諸会社に対する救済貸付に乗り出し，同年5月から 8月にわたって総額

2，371千円を 33社に貸付けた。そして貸付おの 7認は紡績会社へのそれであり，

その貸付は紡議会社の高利!日債の借換に向けられたのである crs
pp.182-185参照〉。

58)この紛綴工場用石炭価憾の急務は，石炭運賃の下落と宇部炭田の出炭高がこの時

期に急増し，さらに九州炭も炭仮騰貴になびいて阪神地方に多量に移送されたこ

ととによるものであった。前者についてr東洋経済新報Jはつぎのごとく報じてい

るo r石炭遂貨が-s寺門司横浜尚一日額iこ付弐円四十銭台に騰貴したるは突飛の変

動にして王子晩反動を来すは免かれ難き所なり果せるかな共後西支米の積耳元り菜他

牛荘大立の積取り号事より帰航したる航舶は自ら此運賃の高額なる航路に集まり競

争の結楽運賃は従来の半額に下落し門司横浜間一月二十五銭唐津横浜間一円五六

十銭となれり但し一般の商況不振に連れて貨物運輸の減退せし影響もあるへしJ

σ新報J第93号く明治31・6・25)r石炭運賃の下落心。また後者についてはつぎ

の記事をみよ。 r“おj交を使用する大阪の工場は価格低廉なる本山炭〔宇部地方
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の石炭一引用者〕を使用するに奈りしか'i本山のお炭坑にては夜を日に統て採炭

に従事し頻りに大阪に験送し叉九州炭も引続き輸送を為したれば大阪はー砕石炭

の山を為せり言語来先月中旬より本月に掛けて石炭の停滞すること多く本山炭の如

千二三百万斤筑前豊前民ニ子万斤以上の停滞を来し中国本山炭去四月中勾まで時十

二円台なりしも昨今ガ十一円となり筑前淡も大住新小松の如き下~~炭は四卜七円な

りしもの:Jtj七円となれり J(問丸 「大阪に於ける炭価の下落J)。

59) 了雑誌、』第950考(現治31・10・22) I取引所路況J

60)大島清氏は 11898年(明治31年〉秋の綿糸悩格の下落Jの原因として「綿糸紡演

をあげている(前

掲議 p.179)。氏が綿糸服務の下落を明治31年秋のそれに局限し 31年 3}'J以降糸

価が急速に下向の一途をたどっている苓突を看過していることがまずここで問題

となるのであるが，それを一応措いて考えても氏の指摘する原因は抽象的にすぎ

て，なぜ、糸{簡が31年秋(10月〉に(それ以前でも以後でもなく〉下落したか一一

正確には31年2月を境に(それ以前でも以後でもなく〉下向に転じたかーーを説

明する根拠としては説得力にとぼしいといわなければならなし、。もちろん，氏も

紡績会社がこの時期に経営問難におちいった理点として石炭姉格や賃銀の機資を

あげ，さらに紡演会社の借入金への依存度が強く経営的基礎がまだ十分でなかっ

たことなどに着鼠している(向上 p.182， p. 186)。しかし，それはあくまでも「

1897年からの紡績業の経営困難に関連してJ(p. 184)であって，明治31年の綿糸

価格下務との関連においてではなし、。もし，氏が月~Ijの綿糸相場の変動を一貫し

て追求し，その下落がたんに31年秋にはじめて発生した現象ではなく向年3月以

降の現象であったことに義限されたなら，この紡績、業の経営関難と糸儲の低落と

が不可分の関係にあったことにおそらく気付かれたに違いない。

61)明治29年下半期から31年上半期かけての各社1錘当平均利益金は大島清・前掲書

p.178にも表示されているが，誤槌が多くかっ出所の記載も正確で、はない。

62) 新報J第119号〔明治32・3・25) I全国紡績会社の営業成療J

63) I羽治三十一年日本銀行統計年報JCr金融史資料 19)p.354， p.357.浪華紡績

はこの時i&iみ資本金65万円に対・し社債，イ土払手形，借入金その他合計54.5万円の

負僚があり，三井物産からの借入金 8.5万円のため工場が差押へられるという事

態が生じてし、た。玄た朝日紡績の場合は 31年上半期において払込資本金 323，750

円に対し社債，約束手形，その他負債合計 761，727円であり，在債利子をふくめ

借入金に対する利子は 5.3万円にのぼっていたとされている。以上詳しくは「本

邦綿糸紡績史J第6巻 pp.311--313， pp. 375--379参照。なお問蓄によれば朝日

紡績の解散決議は7月25日である。

64) U雑誌』第936号(明治31・7・16) I阪地紡績会社営業成蹟」

65)摂津，平野両社はこの時点でも資力充実し 1割以上の配当が可能で、あったとされ
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ている(庄司・前掲書 p.28)。

66) ~雑誌』第 957 号(明治31 ・ 12 ・ 10) 1紡績業者の休業及び輸出奨励金に関する

66)摂津・平野・尼崎各紡績会社も基本的には反対の立場に立っていたが，反対派の

名古屋紡などの主と

供給していた紡援会社であった(庄司・前掲番 pp.28-29参照〉。このことは，

国内綿糸需要の減退がこの時期の紡綴会社の経営困難や糸価暴落の主たる康問で

なかったことを物語っているといえよう。また，ここに引用した反対論において

反対の一理由として明治31年における綿糸輪出の増進があげられていることも，

われわれの如上の分析との関連で注意されてよい。

68)以上の経過について詳しくは庄湾乙吉・前掲審 pp.27-41を参縮。なお， 間も

なく有名無実に終ったとはいえ， 31年11月の紡述臨時総会でともかく休業増加の

決議をせざるをえなかったということは，前年12月の臨時総会の場合とは異って

「過剰生産jの問題が大多数の紡績資本家にとっては一応深刻な問題としてうけ

とられていたことを示ずるものとみてよいであろう。

69) もちろん，われわれはここで，農民層分解の不徹底および農村とかたく結びつい

た都市労働者の低賃銀が綿糸紡綴業の国内市場を狭院ならしめ，さらに主として

清国市場への輸出に適合的な太糸の紡出が主軌をなしていたことなどによって，

対清綿糸輸出の些々たる変動が綿糸相場に敏感に反映し「過剰生産jの問題をつ

ねに潜夜的に日本紡績業がかかえざるをえなかった事実を見落しているわけでは

ない。しかしこれはこの時期の日本紡績業に一貫する体質の問題であって，特

1;邑菜1J生産」におちこまざるをえなかった経済的必然性

を説明するものではない。そういう意味で，三瓶孝子氏が国内市場の狭盤投，海

外市場への依存性を，紡後会社の借入金への依存度の高さからする金融逼迫・金

利高騰期における綿糸投げ売りの必然性とならんで，戦後恐慌郊の紡績業の苦境

の康民にかぞえている(三瓶 rl3本絹業発達史Jlpp.99-100)のは，次元の呉っ

た問題を向じ比蚤で並列させているわけで正しくなし、。なお，以上の点について

は後段で再説の予定である。

70)大島渋・前掲警は明治31年上半期における金融遜;g.金利高騰を米の輸入愛の激

長??との関連で捉えているとは必ずしもいえず(たとえば pp.167~173参照。ただ

し， p.188にはこの点の記述はある。しかしこの記述が p.167以下のそれとど

うつながるか切らかではない。〕 事柄の本質を的確に把握しているとはみなしが

fこし、。 (1966. 4. 25.一一未完〉


